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平成２９年６月２７日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 第二次納税義務告知処分取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２９年４月２５日 

 

判     決 

原告         Ｘ 

被告         国 

処分行政庁      東京国税局長 

 

主     文 

１ 東京国税局長が原告に対し平成２４年２月２日付けでした滞納者Ａの滞納国

税に係る第二次納税義務の納付告知処分（ただし、同年６月１２日付け一部取

消処分により一部を取り消された後のもの）のうち、第二次納税義務者として

の納付すべき限度の額７７２４万７６７８円を超える部分を取り消す。 

２ 原告のその余の請求を棄却する。 

３ 訴訟費用は、これを１０分し、その３を被告の負担とし、その余を原告の負

担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

東京国税局長が原告に対し平成２４年２月２日付けでした滞納者Ａの滞納国

税に係る第二次納税義務の納付告知処分（ただし、同年６月１２日付け一部取

消処分により一部を取り消された後のもの）を取り消す。 

第２ 事案の概要 

本件は、夫であったＡ（以下「Ａ」という。）から協議上の離婚に伴う財産分

与を原因として宅地の譲渡（以下「本件譲渡」という。）を受けた原告が、東京
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国税局長から、Ａの滞納に係る国税につき国税徴収法（平成２８年法律第１５

号による改正前のもの。以下同じ。）３９条に基づく第二次納税義務の納付告知

処分（ただし、一部取消処分により一部を取り消された後のもの。以下「本件

告知処分」という。）を受けたため、その取消しを求める事案である。 

１ 関係法令の定め 

（１） 無償又は著しく低額の譲渡に係る譲受人等の第二次納税義務 

ア（ア） 国税徴収法３９条は、滞納者の国税につき滞納処分を執行して

もなおその徴収すべき額に不足すると認められる場合において、

その不足すると認められること（以下「徴収不足」ともいう。）が、

当該国税の法定納期限の１年前の日以後に、滞納者がその財産に

つき行った政令で定める無償又は著しく低い額の対価による譲渡

（担保の目的でする譲渡を除く。以下、併せて「無償譲渡等」と

いい、後者を「著しく低額の譲渡」ともいう。）、債務の免除その

他第三者に利益を与える処分に基因すると認められるときは、こ

れらの処分により権利を取得し、又は義務を免れた者は、これら

の処分により受けた利益が現に存する限度（これらの者がその処

分の時にその滞納者の親族その他の特殊関係者（後記（イ）参照）

であるときは、これらの処分により受けた利益の限度）において、

その滞納に係る国税の第二次納税義務を負う旨を定めている。 

（イ） 国税徴収法３８条は、上記（ア）の「親族その他の特殊関係者」

とは、親族その他納税者と特殊な関係のある個人又は同族会社（法

人税法２条１０号に規定する会社をいい、これに類する法人を含む。

以下同じ。）で政令（後記イ）で定めるものをいう旨を定めている。 

（ウ） 国税徴収法施行令（平成２８年政令第１５７号による改正前のも

の。以下同じ。）１４条は、上記（イ）の政令で定める処分は、国

及び法人税法２条５号（公共法人の定義）に規定する法人以外の者
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に対する処分で無償又は著しく低い額の対価によるものとする旨

を定めている。 

イ 国税徴収法施行令１３条１項は、上記ア（イ）の納税者と特殊な関係

のある個人又は同族会社で政令で定めるものは、次に掲げる者とする旨

を定めている。 

（ア） 納税者の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同

様の事情にある者を含む。）、直系血族及び兄弟姉妹（１号） 

（イ） 上記（ア）に掲げる者以外の納税者の親族で、納税者と生計を一に

し、又は納税者から受ける金銭その他の財産により生計を維持してい

るもの（２号） 

（ウ） 上記（ア）及び（イ）に掲げる者以外の納税者の使用人その他の個

人で、納税者から受ける特別の金銭その他の財産により生計を維持し

ているもの（３号） 

（エ） 納税者に特別の金銭その他の財産を提供してその生計を維持させ

ている個人（上記（ア）及び（イ）に掲げる者を除く。）（４号） 

（オ） 納税者が同族会社である場合には、その判定の基礎となった株主又

は社員である個人及びその者と上記（ア）ないし（エ）のいずれかに

該当する関係がある個人（５号） 

（カ） 納税者を判定の基礎として同族会社に該当する会社（６号） 

（キ） 納税者が同族会社である場合において、その判定の基礎となった株

主又は社員（これらの者と上記（ア）ないし（エ）に該当する関係が

ある個人及びこれらの者を判定の基礎として同族会社に該当する他

の会社を含む。）の全部又は一部を判定の基礎として同族会社に該当

する他の会社（７号） 

（２） 第二次納税義務の納付の告知 

国税徴収法３２条１項前段は、税務署長は、納税者の国税を第二次納税
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義務者から徴収しようとするときは、その者に対し、政令で定めるところ

により、徴収しようとする金額、納付の期限その他必要な事項を記載した

納付通知書により告知しなければならない旨を定めている。 

（３） 国税の徴収の所轄庁 

国税局長は、必要があると認めるときは、その管轄区域内の地域を所轄

する税務署長からその徴収する国税について徴収の引継ぎを受けることが

できる（国税通則法４３条３項）。 

２ 前提事実（争いのない事実、顕著な事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨

により容易に認められる事実） 

（１） 本件譲渡に至るまでの経緯 

ア 原告（昭和●年●月●日生）は、昭和４６年２月２６日、Ａと婚姻を

し、昭和●年及び昭和●年にＡとの間に子２名（長男及び二男）が出生

した。 

原告は、婚姻後、Ａ、両名の子２名、Ａの父であるＢ（以下「Ｂ」とい

う。）及びＡの母であるＣ（以下「Ｃ」という。）と共に、別紙２－１不動

産目録１記載の順号１の土地（平成１９年１月９日に別紙２－１不動産目

録１記載の順号２及び３の各土地に分筆されている（乙１、３１）。以下、

その分筆前における同目録１記載の順号１の土地又はその分筆後におけ

る同目録１記載の順号２及び３の各土地の全体を「本件不動産」という。）

上に存する未登記建物に居住していた。 

イ（ア） Ｂは、平成７年１１月１日、同人の甥であるＤ（以下「Ｄ」と

いう。）との間で、弁済期を平成９年１０月３１日と定めて同人に

４億７０００万円を貸し付ける（以下、この債権を「本件貸付金

債権」という。）とともに、Ｄが所有していた別紙２－２不動産目

録２記載の順号１ないし４の各土地（同目録記載の各土地のうち、

順号４の土地は、平成１４年１０月１日に順号５及び６の各土地
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に分筆されている。以下、その分筆前における同目録２記載の順

号１ないし４の土地又はその分筆後における同目録２記載の順号

１ないし３、５及び６の各土地の全体を「本件担保不動産」とい

う。）に抵当権を設定し、平成７年１１月９日、本件担保不動産に

つき抵当権設定仮登記（以下「本件仮登記」という。）を経由した

（甲７ないし１２、乙３、４の１ないし４）。 

（イ） Ｂは、平成７年１１月１日、上記（ア）の貸付資金を工面するた

めに、Ｅ株式会社（以下「Ｅ社」という。）から、弁済期を平成９

年１１月２７日、利息を年９．６０パーセント、遅延損害金を年２

３．５パーセントと定めて４億７０００万円を借り入れ（以下「Ｅ

社借入金」という。）、Ｂが所有していた千葉県●●市●●（平成８

年９月２５日付けの土地区画整理法に基づく換地処分後は同市●

●）の土地（以下「Ｅ社担保土地」という。）に抵当権を設定し、

平成７年１１月１日、Ｅ社担保土地につき抵当権設定登記を経由し

た（甲６、乙２の１及び２）。 

ウ Ａは、平成９年５月●日、Ｂの死亡に伴い、本件不動産（甲１６）、別

紙２－３不動産目録３記載の順号１、２、５及び６の各土地及び建物（乙

１７の３ないし６。いずれも後に公売に付されており、以下「本件公売

不動産」という。）、Ｅ社担保土地（甲６）並びに本件貸付金債権を含む

Ｂの全ての財産を単独で相続した（乙５）。なお、Ａは、同日の時点で、

別紙２－３不動産目録３記載の順号３及び４の各土地（乙１７の１及び

２。いずれも後に第三者に売却されており、以下「本件任意売却不動産」

という。）を所有していた。 

エ Ｄは、本件貸付金債権の弁済期である平成９年１０月３１日までに、

Ａに対し、本件貸付金債権に係る４億７０００万円を弁済しなかった。 

オ Ａは、平成１０年３月１１日、申告納税額を１億０４５４万５２００
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円とするＢの相続に係る相続税の申告書を成田税務署長に提出し、平成１

１年３月１６日、修正後の申告納税額を１億１８２０万円、納付すべき税

額の増加額を１３６５万４８００円とするＢの相続に係る相続税の修正申

告書を成田税務署長に提出した（乙５、８。別紙３－１租税債権目録１－

１の順号８、９参照）。 

カ Ａは、平成１０年７月２１日、Ｅ社との間で、Ｅ社借入金（遅延損害

金等を含む。）のうち５億円を弁済して残債務の免除を受け、Ｅ社担保土

地に係る上記イ（イ）の抵当権設定登記は、同日、弁済を原因として抹

消された。Ａは、同日、Ｅ社担保土地をＦ株式会社に売却し、その旨の

所有権移転登記を経由した。（甲６、乙７） 

キ Ｄは、平成１１年４月１日、株式会社Ｇ（以下「本件第三取得者」と

いう。）に対し、本件担保不動産のうち別紙２－２不動産目録２記載の順

号１ないし３の各土地を売却した（乙４の１ないし３）。 

ク（ア） Ａは、平成１１年１２月１７日、修正後の申告納税額を２億１６

３７万９２００円、納付すべき税額の増加額を９８１７万９２００

円とするＢの相続に係る相続税の修正申告書を成田税務署長に提

出した（乙１０。別紙３－１租税債権目録１－１の順号１０参照。

以下、この修正申告を「本件相続税修正申告」という。）。 

（イ） Ａは、Ｂの納税義務を承継していることから、同日、Ｂの所得に

係る修正後の申告納税額を５２９８万６７００円とする平成８年

分の所得税の修正申告書を成田税務署長に提出した（乙１２。別紙

３－１租税債権目録１－１の順号１参照）。 

また、Ａは、同日、Ｅ社担保土地の売却に係る譲渡所得による修

正後の申告納税額を９５１７万８０００円とする平成１０年分の

所得税の修正申告書を同署長に提出した（乙１３。別紙３－１租税

債権目録１－１の順号３参照。以下、この修正申告を「本件所得税
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修正申告」という。）。 

ケ 成田税務署長は、平成１２年１月３１日、上記クの各修正申告に係る

過少申告加算税（相続税につき１０１８万１０００円、平成８年分の所

得税につき７９２万２０００円及び平成１０年分の所得税につき１４２

５万０５００円の合計３２３５万３５００円）の賦課決定をした（乙１

４の１ないし３。別紙３－１租税債権目録１－１の順号２、５及び１１

参照）。 

コ 成田税務署長は、平成１２年２月２２日、東京国税局長に対し、国税

通則法４３条３項に基づき、上記ク（イ）の平成８年分及び１０年分の

所得税の滞納国税について徴収の引継ぎを行った（乙１５の１及び２）。 

サ 東京国税局長は、平成１２年４月２１日、Ａが所有する本件公売不動

産及び本件任意売却不動産について、国税徴収法４７条１項及び６８条

に基づく差押えをし、同月２５日、差押登記を経由した（乙１６、１７

の１ないし６）。 

シ 原告は、平成１２年５月２６日、Ａとの協議上の離婚の届出をした（以

下「本件離婚」という。）。 

ス 平成１２年５月３０日、本件不動産につき、Ａから原告に対し財産分

与を原因として本件不動産の所有権を移転すること（本件譲渡）を内容

とする所有権移転登記（以下「本件所有権移転登記」という。）がされた

（甲１６、乙１、１８、１９）。なお、Ａ及び同人と原告の子２名は、本

件譲渡後も本件不動産上の建物に居住しており、原告は同建物から退去

した（原告本人（調書１３、１４頁））。 

原告は、本件譲渡に際し、不動産取得税２７８万６９００円及び登録免

許税１１６万１２００円を負担した。 

セ（ア） Ａは、本件譲渡前の時点において、別表１－１記載の財産を有し

ていたところ、そのうち、同別表の番号１ないし３、７ないし１６、
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１８及び１９の財産は原告との共同形成財産（夫婦が共同で形成し

た財産をいう。以下同じ。）であり、その余の財産はＡの特有財産

（夫婦の一方が単独で有する財産をいう（民法７６２条１項）。以

下同じ。）であった。 

（イ） 原告は、本件譲渡前の時点において、別表１－２記載の財産を有

していたところ、その全ての財産はＡとの共同形成財産であった。 

（２） 本件告知処分に至る経緯 

ア Ａは、平成１２年６月１４日、修正後の申告納税額を９８７６万７２

００円、納付すべき税額の増加額を３５８万９２００円とする平成１０

年分の所得税の修正申告書を成田税務署長に提出した（乙２０。別紙３

－１租税債権目録１－１の順号４参照）。 

イ 成田税務署長は、平成１２年６月３０日、Ａに対し、上記アの修正申

告に係る過少申告加算税５３万７０００円の賦課決定をした（乙２１。

別紙３－１租税債権目録１－１の順号６参照）。 

ウ 東京国税局長は、成田税務署長から、国税通則法４３条３項に基づき、

上記（１）ケの各過少申告加算税の滞納国税についても徴収の引継ぎを

受けた上で、平成１２年８月１５日、国税徴収法４７条１項及び６２条

に基づき、ＡがＤに対して有する本件貸付金債権の差押えを行い（乙２

２。以下「本件債権差押処分」という。）、本件貸付金債権の担保物であ

る本件担保不動産に本件貸付金債権を被保全債権とする抵当権設定仮登

記があることから、同月２１日、同法６４条に基づき、本件債権差押処

分に係る付記登記（以下「本件抵当権付記登記」という。）を経由した（乙

４の１ないし５）。 

エ（ア） Ａは、平成１３年３月１５日、申告納税額を１１４３万９６００

円とする平成１２年分の所得税の確定申告書を成田税務署長に提

出した（乙２５。別紙３－１租税債権目録１－１の順号７参照）。
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当該申告における所得金額には、本件不動産の譲渡所得が含まれて

いた（乙２６）。 

（イ） なお、成田税務署長は、平成１３年６月１８日までに、国税通則

法４３条３項に基づき、東京国税局長に対し、Ａに係る前記（１）

オ及びク（ア）の相続税並びに前記ア、イ及び上記（ア）の所得税

の滞納国税について、順次徴収の引継ぎをした（乙２７の１及び２、

弁論の全趣旨）。 

オ 東京国税局長は、平成１４年１月３０日、Ａの相続税及び所得税の未

保全分の合計１億８６２３万６０００円を徴収するため、本件公売不動

産及び本件任意売却不動産の参加差押えをし（乙２７の１及び２。以下、

その参加差押処分及び前記（１）サの差押処分のうち本件任意売却不動

産に係る部分を「本件任意売却不動産差押処分」という。）、同年２月１

日、参加差押登記を経由した（乙１７の１ないし６）。 

カ Ｄは、平成１７年３月●日、死亡した。 

キ 本件第三取得者は、平成１８年９月１５日、本件担保不動産のうち別

紙２－２不動産目録２記載の順号５の土地につき、平成１９年法律第４

８号による改正前の農地法５条に基づく許可（以下「農地転用許可」と

いう。）を条件とする条件付所有権移転仮登記を経由するとともに（乙４

の４）、本件担保不動産のうち別紙２－２不動産目録２記載の順号６の土

地につき、真正な登記名義の回復を登記原因とする所有権移転登記を経

由した（乙４の５）。 

ク 本件第三取得者は、第三者納付による本件抵当権付記登記の抹消を申

し出た上、平成１９年１月３０日、Ａの滞納に係る国税（以下「本件滞

納国税」という。）のうち７０００万円を納付し（乙３０、弁論の全趣旨）、

東京国税局長は、同日、本件抵当権付記登記の抹消登記を経由した（乙

４の１ないし５）。 
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ケ 原告は、本件不動産を別紙２－１不動産目録１記載の順号２及び３の

各土地に分筆した上で、平成１９年１月３０日、株式会社Ｈに対し、同

目録記載の順号３の土地（以下「本件分筆不動産」という。）を代金３９

００万円で売却した（乙１、３１、３２）。なお、原告とＡの子２名は、

上記分筆後、同目録記載の順号２の土地（以下「本件残存不動産」とい

う。）上の建物に居住している。 

コ Ａは、平成１９年７月３１日、東京国税局長に対し、本件任意売却不

動産差押処分について、１０００万円を納付することによる差押処分の

解除を申請する旨の差押解除申請書を提出した（乙３３）。 

サ Ａは、平成２０年２月７日、本件滞納国税のうち１０００万円を納付

し、これを受けて、東京国税局長は、同日、本件任意売却不動産差押処

分を解除し、参加差押抹消登記及び差押抹消登記を経由した（乙１７及

び３４の各１及び２）。 

シ 東京国税局長は、平成２４年２月２日、滞納者であるＡに対する租税

債権として総額２億５８９０万１９８４円（延滞税を除く。乙３５。別

紙３－１租税債権目録１参照）の債権が存在するとして、これを徴収す

るため、原告に対し、国税徴収法３９条所定の第二次納税義務者に該当

するとして、同法３２条１項に基づき、納付すべき金額を１億０９７６

万２０００円、納付の期限を同年３月２日とする第二次納税義務の納付

告知処分（本件告知処分）をした（甲１８）。 

他方、Ａは、本件告知処分の時点において、預貯金、養老生命共済、未

登記建物など合計５０９万０８９６円相当の財産しか有していなかった

（乙３６）。 

（３） 本件訴訟に至る経緯 

ア 原告は、平成２４年３月９日、東京国税局長に対し、本件告知処分を

不服として、異議申立てをした（乙３７）。 
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イ 東京国税局長は、平成２４年６月１２日、本件告知処分の納付すべき

金額１億０９７６万２０００円のうち６４万８１００円に係る部分を取

り消し、原告にその旨を通知した（乙３９）。その結果、本件告知処分に

おける納付すべき金額は、１億０９１１万３９００円となった。 

ウ 東京国税局長は、平成２４年６月１２日、上記アの異議申立てを棄却

する旨の決定をした（甲１）。 

エ 原告は、平成２４年７月９日、国税不服審判所長に対し、上記ウの決

定を不服として審査請求をした（乙４０）。 

オ 国税不服審判所長は、平成２５年７月４日、上記エの審査請求を棄却

する旨の裁決（以下「本件裁決」という。）をした（甲１７）。 

カ 原告は、平成２５年１０月３０日、本件訴えを提起した（顕著な事実）。 

３ 争点 

本件の争点は、本件告知処分の適法性であり、具体的には次のとおりである。 

（１） 本件滞納国税について徴収不足が認められるか否か。 

（２） 本件譲渡が無償譲渡等に当たるか否か。 

（３） 徴収不足が本件譲渡に基因するか否か。 

（４） 原告が本件譲渡の時にＡの「特殊関係者」であったか否か。 

（５） 本件告知処分が信義則違反又は徴収権の濫用に当たるか否か。 

（６） 原告が負う第二次納税義務の税額 

４ 争点に関する当事者の主張の要旨 

（１） 争点（１）（本件滞納国税について徴収不足が認められるか否か）につい

て 

（被告の主張の要旨） 

ア 徴収すべき額に不足するか否かの判定基準 

（ア） 国税徴収法３９条にいう「滞納者の国税につき滞納処分を執行し

てもなおその徴収すべき額に不足すると認められる場合」とは、第二
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次納税義務を負わせるかどうかという判定をしようとする時の現況

において、差押えをすることのできる滞納者の財産の見積価額の総額

が徴収しようとする国税の額に不足すると認められるときをいうと

ころ、その判定は、第二次納税義務の納付告知処分の時点を基準とし

て行うべきものと解される。 

（イ） 本件についてこれをみると、本件告知処分に係るＡの滞納国税（本

件滞納国税）は、別紙３－１租税債権目録１－１のとおり、本件告知

処分がされた平成２４年２月２日時点において、延滞税を除いても合

計２億５８９０万１９８４円（同目録の本税額及び加算税額の合計の

和）であり、さらに、本件滞納国税は、法定納期限までに完納されて

おらず、国税通則法６０条１項が定める延滞税の課税要件を充足して

いることから、同条２項が定める延滞税の計算方法（別紙４－１参照）

により計算した延滞税を含む同日時点の本件滞納国税の金額は、合計

７億９１３３万１６８４円であった。これに対し、同日時点における

Ａの所有財産は、合計５０９万０８９６円であった。 

したがって、本件告知処分の時点において、本件滞納国税につき滞

納処分を執行してもなおその徴収すべき額に不足することは明らか

である。 

イ 第二次納税義務者は納付告知処分の取消訴訟において主たる納税義務

の存否又は数額を争うことはできないこと 

（ア） 原告は、本件訴訟において、本件相続税修正申告及び本件所得税

修正申告に瑕疵があるなどとして、上記各申告に係る相続税の本税

及び過少申告加算税は、原告に対する本件告知処分の関係では、Ａ

の納付すべき国税額とならないから、徴収不足額に含まれない旨主

張する。 

しかし、第二次納税義務の納付告知処分は、主たる課税処分等によ
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り確定した主たる納税義務の徴収手続上の一処分としての性格を有

するものであるから、主たる課税処分等が不存在又は無効でない限り、

主たる納税義務の確定手続における所得の誤認等の瑕疵は第二次納

税義務の納付告知処分の効力に影響を及ぼすものではなく、第二次納

税義務者は、当該納付告知処分の取消訴訟において、確定した主たる

納税義務の存否又は数額を争うことはできないものと解される（最高

裁昭和●●年（○○）第●●号事件同５０年８月２７日第二小法廷判

決・民集２９巻７号１２２６頁（以下「昭和５０年８月２７日最高裁

判決」という。））。 

最高裁平成●●年（○○）第●●号同１８年１月１９日第一小法廷

判決・民集６０巻１号６５頁（以下「平成１８年最高裁判決」という。）

は、①国税徴収法３９条所定の第二次納税義務者が、主たる課税処分

につき国税通則法７５条に基づく不服申立てをすることができるこ

とを判示したものであって、本件は、平成１８年最高裁判決とは事案

を異にするものであり、②同最高裁判決は、主たる納税義務が申告に

よって確定する場合には、第二次納税義務者が当該申告自体を直接争

う方法はない旨を判示しているほか、③原告は本件譲渡時においてＡ

の妻であり、本来の納税義務者と一体性又は親近性のある関係にある

者といえるから、原告の上記主張の根拠となり得るものではない。 

（イ）ａ 仮に、原告が各修正申告に実体的違法事由があるとする部分に係

る相続税及び所得税の税額を控除したとしても、本件告知処分の時

点でＡが納付すべき本件滞納国税の金額は３億４２８２万７０８

４円（別紙３－１租税債権目録１－１の総計７億９１３３万１６８

４円から順号３、５、１０及び１１の各本税、加算税及び延滞税額

合計４億４８５０万４６００円を控除した金額。別紙３－２租税債

権目録１－２参照）であり、Ａの所有財産の見積価額の総額が徴収
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しようとする国税の額に不足することは明らかである。 

ｂ 被告がした前記ア（イ）及び上記ａの延滞税額に係る主張は、本

件告知処分の時点において納付通知書でも示されている本件滞納

国税の金額を具体化したにすぎないものであるから、時機に後れた

攻撃防御方法として却下されるべき理由がなく、本件告知処分の理

由の差し替えにも当たらない。本件訴訟は、課税処分に係る取消訴

訟ではないから、国税通則法１１６条が適用される余地はなく、ま

た、同条は、本件訴訟とはその適用に係る前提が全く異なるのであ

るから、同条を本件に類推適用する理由はない。 

（原告の主張の要旨） 

ア 第二次納税義務者が納付告知処分の取消訴訟において主たる納税義務

の存否又は数額を争うことの可否について 

（ア） 平成１８年最高裁判決は、第二次納税義務者は、本来の納税義務

者と常に一体性のある者とはいえないなどとして、主たる課税処分を

争うことについて不服申立適格を有する旨判示したものであり、学説

の状況にも照らせば、第二次納税義務者が納付告知処分の取消訴訟に

おいて確定した主たる納税義務の存否又は数額を争うことはできな

い旨を判示した昭和５０年８月２７日最高裁判決は変更されるべき

である。 

原告は、本件訴訟における被告の証拠提出によって、本件相続税修

正申告等の内容を初めて把握し、誤った修正申告のしょうようがあっ

たことを知ったのであって、独立した人格を有し、本来の納税義務者

と密接な関係を有しない第二次納税義務者が自己の権利又は法律上

保護された利益を侵害されているにもかかわらず、主たる納税義務が

申告によって確定しているという一事によってその存否又は数額を

争うことができないと解するのは明らかに正義に反する。 
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（イ） 被告が本訴提起後１年以上経過した平成２７年１月２６日付け被

告準備書面（３）に記載した延滞税額に係る主張（前記（被告の主張

の要旨）イ（イ）ａ）は、時機に後れて提出された攻撃防御方法とし

て、あるいは国税通則法１１６条１項本文を類推適用して、却下され

るべきものである。加えて、上記主張は、理由の差し替えをするもの

であり、これを認めると不服申立前置を要求する意義が失われ、処分

及び争点の明確化のため異議決定書につき理由付記を要求した国税

通則法の趣旨にも反するから、許されるべきではない。 

イ 本件相続税修正申告によって増額された相続税等は徴収不足額に含ま

れないこと 

（ア） 本件相続税修正申告は、Ａが相続により取得した財産であるＤに

対する本件貸付金債権の評価額が１億３０００万円から４億７００

０万円へと増額され、相続債務として、Ｂの平成８年分の所得税の修

正申告に係る所得税５２９８万６７００円が増額され、これに対応し

てＢの平成９年度分の住民税が１６０６万５０００円増額された結

果、Ａが相続した純資産価額が２億７０９４万８３００円増額された

ことにより、相続税額が９８１７万９２００円増額されたことによる

ものである。 

また、本件相続税修正申告は、成田税務署資産課税部門職員による

税務調査の結果、Ａが担当職員から修正申告のしょうようを受けて行

われたものである。 

（イ） 財産評価基本通達（昭和３９年４月２５日付け直資５６・直審（資）

１７）２０４は、原則として、貸付債権の元本の価額は返済される

べき金額とし、貸付債権に係る利息の価額は課税時期現在の既経過

利息として支払を受けるべき金額としながらも、同通達２０５にお

いて、例外として、その債権額の全部又は一部が課税時期において
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その回収が不可能又は著しく困難であると見込まれるときにおいて

は、それらの金額は元本の価額に算入しないとしている。 

しかるに、①Ｄは、弁済期である平成９年１０月３１日までに本件

貸付金債権の弁済をしておらず、今日に至るも弁済をしていないこと、

②本件相続税修正申告において、本件貸付金債権に対する既経過利息

の計上をするように修正申告のしょうようを受けた形跡もないこと、

③被告が自ら認めているように、Ｄが、本件担保不動産を除き、本件

貸付金債権を返済する資力を有していなかったのであるから、財産評

価基本通達２０５を適用して、本件貸付金債権の実質価値は、その額

面にかかわらず、本件担保不動産の評価額１億３０００万円のみであ

ると認めるべきである。 

ウ 本件所得税修正申告によって増額された所得税等は徴収不足額に含ま

れないこと 

（ア） 本件所得税修正申告は、Ｅ社担保土地の譲渡所得を新たに申告す

るもので、成田税務署資産課税部門の職員による税務調査の結果、

Ａが担当職員から修正申告のしょうようを受けて行われたものであ

る。 

（イ） 所得税法９条１項１０号及び同法施行令２６条は、資力を喪失し

て債務を弁済することが著しく困難であり、かつ、国税通則法２条１

０号に規定する強制換価手続の執行が避けられないと認められる場

合における資産の譲渡による所得で、その譲渡に係る対価が当該債務

の弁済に充てられたときは、資産の譲渡に係る所得を非課税とする旨

を定めており、所得税基本通達（昭和４５年７月１日付け直審（所）

３０）９－１２の２は、「資力を喪失して債務を弁済することが著し

く困難」である場合とは、債務者の債務超過の状態が著しく、その者

の信用、才能等を活用しても、現にその債務の全部を弁済するための
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資金を調達することができないのみならず、近い将来においても調達

することができない場合をいい、これに該当するかどうかは、これら

の規定に規定する資産を譲渡した時の現況により判定する旨を定め

ている。 

そして、平成１０年１０月２１日当時、Ａは少なくとも６億０１４

６万８５０２円の負債を負っていたのに対し、同日当時のＥ社担保土

地を除くＡの主な資産は、合計３億７４１１万１５３７円であって、

Ｅ社担保土地を売却しなければ、到底、Ｅ社借入金の返済が不可能な

状況にあったものであるところ、Ａは、「資力を喪失して債務を弁済

することが著しく困難」な状態にあり、かつ、国税通則法２条１０号

に規定する強制換価手続の執行が避けられない状態にあって、Ｅ社担

保土地の売却代金全額をＥ社への弁済に充てたものであるから、同土

地に係る譲渡所得は、非課税所得に該当するものというべきである。 

エ Ａに係る国税額及び徴収不足額について 

（ア） 被告が主張するＡが納税義務を負う国税のうち、相続税（本税）

は、①平成１０年３月１１日付け修正申告による税額分１億０４５４

万５２００円（別紙３－１租税債権目録１－１の順号８に対応）、②

平成１１年３月１６日付け修正申告による増加税額分１３６５万４

８００円（同目録の順号９に対応）、③本件相続税修正申告による増

加税額分９８１７万９２００円の合計２億１６３７万９２００円（同

目録の順号１０に対応）であり、所得税（本税）は、④平成１１年１

２月１７日付け平成８年分の所得税の修正申告による税額分５２９

８万６７００円（同目録の順号１に対応）、⑤本件所得税修正申告に

よる増加税額分９５１７万８０００円（同目録の順号３に対応）、⑥

平成１２年６月１４日付け平成１０年分の所得税の修正申告による

増加税額分３５８万９２００円（同目録の順号４に対応）、⑦平成１
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３年３月１５日付け平成１２年分の所得税の確定申告による税額分

１１４３万９６００円（同目録の順号７に対応）の合計１億６３１９

万３５００円であり、過少申告加算税は、⑧上記③に係るもの１０１

８万１０００円（同目録の順号１１に対応）、⑨上記④に係るもの７

９２万２０００円（同目録の順号２に対応）、⑩上記⑤に係るもの１

４２５万０５００円（同目録の順号５に対応）、⑪上記⑥に係るもの

５３万７０００円（同目録の順号６に対応）の合計３２８９万０５０

０円である。以上を合計すると、Ａに係る国税額（延滞税を除く。納

付及び徴収のされる前の金額）は、４億１２４６万３２００円である。 

（イ） しかし、本件貸付金債権は、原告に対する本件告知処分の関係で

は１億３０００万円と評価すべきであり、本件相続税修正申告には

実体的違法事由（本件貸付金債権の評価について財産評価基本通達

２０５を適用せず、その評価額を４億７０００万円としたこと）が

あるから、上記③の相続税９８１７万９２００円及び上記⑧の過少

申告加算税１０１８万１０００円は被告の主張する徴収不足額から

控除されることとなる。 

また、Ｅ社担保土地の売却に係る譲渡所得は非課税とされるべきで

あり、本件所得税修正申告には実体的違法事由（Ｅ社担保土地の売却

に係る譲渡所得について所得税法９条１項１０号を適用せず、非課税

としなかったこと）があるから、上記⑤の所得税９５１７万８０００

円及び上記⑩の過少申告加算税１４２５万０５００円も被告の主張

する徴収不足額から控除されることとなる。そして、前記（ア）の４

億１２４６万３２００円からこれらを控除すると、原告に対する関係

でＡの納付すべき本件滞納国税の額は、合計１億９４６７万５０００

円となる。 

さらに、後記（３）及び（５）において述べるように、本件担保不
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動産から徴収することが可能であった税額１億８９００万円、本件任

意売却不動産から徴収することが可能であった税額１８００万円及

びＡの平成１２年分の所得税の確定申告に係る税額１１４３万９６

００円は、徴収不足額に含めるべきではない。また、被告は、平成１

３年１月３１日に物納によって５５８９万円、平成１９年１月３０日

に第三者納付によって７０００万円、平成２０年２月７日にＡから１

０００万円の納付を受けている（合計１億３５８９万円）ことを認め

ているのであるから、本件告知処分において、徴収不足は生じていな

い。 

（２） 争点（２）（本件譲渡が無償譲渡等に当たるか否か）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 本件譲渡が不相当に過大であり無償譲渡等に当たること 

（ア） 判断枠組み 

離婚における財産分与が国税徴収法３９条の無償譲渡等に該当す

るか否かについては、当該財産分与が民法７６８条３項の規定の趣旨

に反して不相当に過大であるか否かによって判断することが相当で

あると解されるところ（最高裁昭和●●年（○○）第●●号同５８年

１２月１９日第二小法廷判決・民集３７巻１０号１５３２頁（以下「昭

和５８年最高裁判決」という。）、最高裁平成●●年（○○）第●●号

同１２年３月９日第一小法廷判決・民集５４巻３号１０１３頁（以下

「平成１２年最高裁判決」という。）参照）、不相当に過大であるか否

かは、①夫婦双方がその協力によって得た財産や夫婦それぞれの財産

の額及びこれらの財産の形成への協力や貢献の状況等、②婚姻期間の

長短や婚姻期間中の生活状況等、③離婚後の扶養の必要性、④離婚の

原因等の諸事情を考慮して、清算的要素、扶養的要素及び慰謝料的要

素の３要素に相当する額を算定し、当該財産分与の額と比較すること
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により判断すべきである。 

（イ） 本件不動産の本件譲渡時の評価額 

ａ 本件不動産の本件譲渡時の評価額は、本件不動産上に未登記の建

物が存在し、そこにＡ及びその成人した息子２名が無償で居住して

いたことから、別表２の付表３記載のとおり、１億８８０１万８８

８１円であると認められる。 

ｂ 原告は、平成１９年１月３０日に本件分筆不動産を３９００万円

で売却していることを挙げるが、その一事をもって本件分筆不動産

の同日時点の客観的な時価を３９００万円とみることはできない

上、原告が当該金額に基づいて算出した本件不動産の同日時点の価

額８７３４万０４７９円は、時点の異なる本件譲渡時における本件

不動産の評価額の根拠となり得るものではない。そもそも、路線価

は、地価公示価格の８０パーセント程度に定められているところ、

本件分筆不動産の売却価格は、１平方メートル当たり約５万２６４

９円と路線価よりも３０パーセント近く低額なのであるから、本件

不動産の客観的時価の根拠とは到底なり得ないというべきである。 

ｃ（ａ） 原告は、本件不動産の宅地開発をするには知事等による都

市計画法２９条に基づく開発行為の許可（以下「開発許可」

という。）を要し、本件不動産が財産評価基本通達２４－４

にいう「広大地」に当たると主張する。しかし、本件不動産

は、本件譲渡時には既に宅地として使用されており、別図２

の開発想定図のような路地状開発（路地状部分を有する宅地

を組み合わせ、戸建住宅分譲用地として開発することをいう。

以下同じ。）を行うとした場合には、物理的な土地の区画形

質の変更を伴うことはなく、都市計画法４条１２項に規定す

る開発行為（以下単に「開発行為」ともいう。）には該当し
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ないため、「広大地」の要件である「開発行為を行うとした

場合に公共公益的施設用地の負担が必要と認められるもの」

に該当しないから、本件不動産を広大地として評価すること

は妥当ではない。 

（ｂ） 原告は、被告が審査請求において本件不動産が広大地に当

たることを認めていたにもかかわらず、本訴において本件不

動産は広大地に当たらないと主張して本件告知処分の理由

を差し替えることは許されないと主張する。しかし、一般に、

取消訴訟においては、別異に解すべき特別の理由のない限り、

行政庁は当該処分の効力を維持するための一切の法律上及

び事実上の根拠を主張することが許されるものと解すべき

であり、処分行政庁は、更正処分の効力を維持するための根

拠として、訴訟において更正時の更正理由とは異なる理由を

主張することができるから、原告の主張は失当である。 

ｄ なお、平成１２年度の本件不動産の固定資産評価額は１億３９３

４万７６６６円であるから、その実勢価格は、上記評価額を０．７

で割り戻した１億９９０６万８０９４円となる。 

（ウ） 原告がＡに請求することができる財産分与の清算的要素の相当額 

ａ 共同形成財産について 

別表３記載のとおり、本件離婚における共同形成財産の評価額は、

２２０１万６３８５円であり、そのうち原告が本件譲渡の時点で有

していた財産（別表１－２の預金債権）の価額は３８８万８７３４

円（別表３の番号４ないし８の合計額）であるから、本件離婚にお

いて、原告がＡに対し請求することができる財産分与の清算的要素

（共同形成財産）の相当額は、７１１万９４５８円（{（２２０１

万６３８５円－３８８万８７３４円）－３８８万８７３４円}×１
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／２）とみるのが相当である。 

ｂ 特有財産について 

Ａが本件譲渡時に有していた特有財産（積極財産）及びその評価

額は、別表２記載のとおり（評価額合計４億２２６０万５１４９円）

であり、また、Ａが本件譲渡の時点で有していた特有財産（消極財

産）及びその評価額は、別表４記載のとおり（評価額合計４億２３

７４万６１０２円。なお、延滞税額４６１６万４１００円（別紙５

租税債権目録２－１参照）及び別表２の番号１１の不動産（上記積

極財産に含まれている。）の物納が許可されたことにより納付があ

ったものとされた相続税債務５５８９万円を含めると評価額合計

５億２５８０万０２０２円となる。）である。本件譲渡の時点にお

けるＡの特有財産は、①上記のように消極財産が積極財産を上回る

状態（債務超過の状態）にあり、積極財産はいずれもＡの債務の引

当てとなるものであったほか、②積極財産はいずれもＡがＢを相続

したことにより本件譲渡の約３年前に取得したものであり、婚姻期

間中のＡと原告の協力によってＡの特有財産の価値が維持され又

は増加したとは認め難いから、Ａの特有財産を財産分与の清算的要

素の対象とみることはできない。 

ｃ 以上のとおり、原告がＡに対して請求できる財産分与の清算的要

素の額は、共同形成財産に限られ、７１１万９４５８円が相当であ

る。 

（エ） 財産分与の扶養的要素は多くとも４３２万円を超えないこと 

原告とＡの息子は、本件離婚の時点において既に成人しており、養

育の必要性は認められないこと、原告は、本件離婚後においてパート

タイムの仕事による収入及び年金収入があり、所得稼得能力が乏しい

とまでは認められないこと、Ａ及び原告が本件譲渡の時点で有してい
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た財産の価額は、別表２及び別表３記載のとおりであることが認めら

れる。そして、千葉県●●市における生活保護の支給基準に基づき算

出した最低生活費は、住宅扶助費を含めても月額１２万円を超えるこ

とはなく、同金額を基に、扶養期間を一般的に自力で生活していくま

での相当期間を３年間とみて合計額４３２万円と算定することがで

きることからすれば、本件譲渡における扶養的要素の相当額は、多く

とも４３２万円を超えるものではないというべきである。 

（オ） 財産分与の慰謝料的要素は多くとも１０００万円を超えないこと 

原告がＡに対し慰謝料的要素による財産分与を請求することがで

きるとしても、その考慮事項として、有責行為の種類と態様、有責性

の程度、婚姻期間や年齢、当事者双方の資力や社会的地位等が挙げら

れるところ、本件においては、Ａの資力については、特有財産につい

て債務超過であり現に債務の引当てとなっていること、共同形成財産

の慰謝料的要素として考慮できる資産は１１００万８１９３円（１８

１２万７６５１円（Ａ名義の共同形成財産）－７１１万９４５８円（清

算的要素の財産分与相当額））であることなどから、財産分与の慰謝

料的要素の相当額は、多くとも１０００万円を超えるものではないと

いうべきである。 

（カ） 本件譲渡が不相当に過大であり国税徴収法３９条の無償譲渡等に

当たること 

上記（ウ）ないし（オ）によれば、原告がＡに請求することができ

る清算的要素の相当額は７１１万９４５８円であり、扶養的要素は多

くとも４３２万円であり、慰謝料的要素は多くとも１０００万円を超

えるものではないから、本件における財産分与としての相当額は、合

計で２１４３万９４５８円を超えるものではない。 

そして、前記（イ）のとおり、本件譲渡により原告が財産分与とし
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て取得した本件不動産の価額は１億８８０１万８８８１円であると

ころ、これは、上記２１４３万９４５８円と比較すれば８倍以上であ

り、不相当に過大であることは明らかである。 

これに加え、Ａは、本件不動産につき物納申請を行っていたところ、

東京国税局長がＡの所有する不動産のうち物納申請財産を除く全て

の不動産を差し押さえた時期（平成１２年４月２１日）と相前後した

同年５月２３日に、本件譲渡を行ったこと、原告はＡから本件不動産

が唯一の財産であると聞いていたこと、本件譲渡後もＡが本件不動産

を無償で占有し居住し続け、原告が本件不動産から転居したことなど、

民法７６８条３項の規定の趣旨に反して不相当に過大であると認め

られる事情があったものである。 

（キ） したがって、本件譲渡は、国税徴収法３９条の無償譲渡等に該当す

るものである。 

イ 本件告知処分は本件譲渡に係る所得税の賦課と矛盾するものではない

こと 

原告は、大要、財産分与による不動産等の資産の譲渡については、時価

による有償譲渡として財産分与をした者の譲渡所得に対する課税がされ

るところ、本件不動産についても財産分与時の時価により譲渡所得の申告

がされ、成田税務署長が時価に基づく申告であると是認したなどとして、

本件不動産の譲渡を国税徴収法３９条の無償譲渡等とみる余地はない旨

主張する。 

しかし、納税申告は、納税者が所轄税務署長に納税申告書を提出するこ

とによって完了する行為であり、同署長による申告書の受理及び申告税額

の収納は、当該申告書の申告内容を是認することを何ら意味するものでは

ないから、原告の上記主張は、前提において失当である。そもそも本件告

知処分は、譲渡所得に対する課税とは全く別個の趣旨及び要件に基づくも
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のであって何ら矛盾するものではなく、また、適法な本件告知処分が、全

く別個の趣旨及び要件に基づく課税の場面における本件譲渡の取扱いに

より違法となるものでもない。したがって、原告の上記主張は理由がない。 

ウ 本件譲渡の時点においてＡの特有財産が債務超過であったこと 

（ア） 原告は、本件譲渡時（平成１２年５月２３日）における本件担保不

動産の評価額が１億３０００万円であるとして、これを本件譲渡時に

おける本件貸付金債権の評価額である旨主張するが、本件担保不動産

の本件譲渡時における評価額の算定方法は、別表２の付表１のとおり

であるところ、これは、本件担保不動産につき、平成９年５月●日時

点の価格に係る不動産鑑定評価書を参考として、評価額の算定を行っ

たものであり、これによる評価額７９７４万７３７８円は適正なもの

であると認められる。原告の主張は客観的な根拠を欠く上、本件譲渡

時における本件担保不動産の価額を２億５９００万円とする証拠（甲

１５）を自ら提出しており、原告の上記主張に理由がないことは明ら

かである。 

（イ） 原告は、本件相続税修正申告は、本件貸付金債権の評価を１億３

０００万円とすべきところ、４億７０００万円と誤ったものであるか

ら、この評価の誤りを前提とした税額は財産分与時の消極財産に当た

らない旨主張するが、本件相続税修正申告に係る租税債務は、本件譲

渡の時点において、既に申告により納税義務が確定している。そうす

ると、Ａが行った本件譲渡が民法７６８条３項の規定の趣旨に反して

不相当に過大な財産分与であるかどうかの評価の前提として、Ａの特

有財産が債務超過であるか否かの点につき、上記租税債務が消極財産

を構成しないとすることは理由がない。したがって、本件譲渡時にお

いて上記租税債務は存在しており、これが消極財産に当たることは明

らかである。 
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エ 本件告知処分における財産分与相当額の算定方法が合理的であること 

原告は、原告がＡに対して有する財産分与請求権の相当額を算定するに

当たり、清算的、扶養的及び慰謝料的な財産分与相当額を個別に算定して

合算する被告の算定方法は最高裁平成●●年（○○）第●●号同１０年４

月１４日第三小法廷判決・税務訴訟資料２３１号６１２頁（以下「平成１

０年最高裁判決」という。）や家庭裁判所の実務に反する旨主張するが、

家庭裁判所等における財産分与の実務において、財産分与の相当額につい

ての具体的な算定方法は定められていないところ、昭和５８年最高裁判決

及び平成１０年最高裁判決は、財産分与の清算的要素、扶養的要素及び慰

謝料的要素に応じて、各要素の相当額を個別に算定すること（以下「個別

合算方式」という。）を否定するものではなく、清算的要素及び扶養的要

素、更には慰謝料的要素につきいずれを考慮したのかを明示する必要があ

るのみならず、要素ごとに算定額を算出する必要があると考えられる上、

個別合算方式は、算定方式としての客観性を有するということができ、要

素ごとの算定と財産分与の具体的方法は別であるから、各要素の算定額を

合算した上で例えば居住用不動産を妻に分与するといったことも可能で

あり、各要素ごとに判断を示すことで財産分与の決定過程を明確にしてお

く必要性は高いといえるから、個別合算方式を用いることには合理性があ

り、原告の上記主張は理由がない。 

（原告の主張の要旨） 

ア 本件譲渡が時価による有償譲渡であること 

（ア） 最高裁昭和●●年（○○）第●●号同５０年５月２７日第三小法

廷判決・判例時報７８０号３７頁（以下「昭和５０年５月２７日最高

裁判決」という。）によれば、財産分与としての不動産等の資産の譲

渡は、財産分与義務の消滅という経済的利益を対価とする有償譲渡で

あるところ、平成１２年分の所得税の確定申告において、財産分与で
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ある本件譲渡について、所得税基本通達３３－１の４及び３８－６の

時価による譲渡として譲渡所得が生じた（本件不動産の譲渡に係る収

入金額を８７９５万３０００円と算定する。）ものとして申告され、

これが成田税務署長により是認されているから、本件譲渡は無償譲渡

等には該当しない。 

（イ）ａ 本件不動産の登記上の地積１４５１．２３平方メートルである

ことを前提に、現行の財産評価基本通達２４－４に基づき広大地補

正率（０．６－０．０５×広大地の地積／１０００平方メートル）

を算出すると、０．５２７となる。この広大地補正率を正面路線価

１平方メートル当たり１１万５０００円に乗ずると、１平方メート

ル当たり６万０６０５円（坪単価１９万９９９６円）となり、上記

（ア）において本件不動産の坪単価を２０万円として譲渡収入を８

７９５万３０００円としているのは何ら不合理ではない。 

ｂ 被告は、本訴において処分の理由を差し替え、本件不動産は広大

地に当たらないと主張しているが、このような主張が許されるなら

ば不服申立前置の意義は失われてしまい、国税通則法１１５条の趣

旨に反するから、被告の上記主張は許されるべきではない。 

ｃ 東京国税局の調査報告書（乙４６）は、本件不動産の宅地開発を

するには、路地状開発をすれば開発行為に該当しないから、県知事

等による開発許可を要しないとしている。 

しかし、都市計画法及びその関係法令は、路地状開発を行えば開

発許可を要しない開発行為に該当するという定め方をしていない。

また、千葉県の都市計画所管課による解説（甲２７）によれば、都

市計画法４条１２項に規定する開発行為とは「主として建築物の建

築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区画形質

の変更をいう。」とされ、「土地の区画の変更のなかには、文理上は
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土地の取引のみを目的とした権利区画の変更も含まれるが、本法に

おいては趣旨上権利区画の変更は規制の対象とせず、土地の区画の

変更とは建築物を建築するため、又は特定工作物を建設するための

敷地の区画の変更を行うこと」をいうとされているのであり、いわ

ゆるエンドユーザーに分譲するため本件不動産を細分化すること

は開発行為に該当するから、開発許可を要するものというべきであ

る。 

（ウ） 原告は、平成１９年１月３０日に本件分筆不動産を売却した際、

１平方メートル当たりの単価を約５万２６４９円として売却してお

り、この価格は、第三者の取引で成立した客観的な時価であるところ、

この単価を本件不動産の全体の面積に乗ずると８７３４万０４７９

円となるものであって、被告の主張によると、本件不動産の価額は、

本件譲渡時（平成１２年５月）に１億８８０１万８８８１円であった

ものが、平成１９年１月までの６年８か月の間に約５３．５パーセン

トも下落したことになるが、平成１２年から平成１９年にかけての本

件不動産の正面路線価の下落の状況に照らせば、被告の主張は誤りで

ある。 

イ 本件譲渡は不相当に過大なものではなく無償譲渡等に該当しないこと 

（ア） 本件譲渡は不相当に高額な財産分与とはいえないこと 

ａ 民法７６８条３項の趣旨に反して不相当に過大であり、財産分与

に仮託してされた財産処分である場合（昭和５８年最高裁判決）等

には、不相当に高額な財産分与となり、国税徴収法３９条の無償譲

渡等に該当する。 

ｂ（ａ） Ａと原告の婚姻生活の期間は２９年余にわたる上、その間、

原告は、家業の農業を手伝うとともに、２０年近くにわたって

パートタイムの仕事に従事し、Ｉ家の財産（Ｂ及びＡの財産を



 

 29 

含む。）の維持ないし増加に努めてきた。また、原告は、二人

の子供を養育するとともに、パーキンソン病及び認知症を患っ

たＡの母であるＣを介護し、認知症を患ったＢについて看病を

続け、入院費用や看護費用等の出費を大幅に減少させ、Ｉ家の

財産の維持ないし増加に多大な貢献を続けた。 

（ｂ） Ａは、Ｂが亡くなる前においても、定職に就かず、頻繁に外

出しては、酒を飲んで帰ってくるという自堕落な生活を続け、

平成７年頃になると、亡くなった従兄弟の嫁の家に頻繁に出入

りし、同女と不貞行為を続けたほか、Ｉ家の多額な財産を事実

上散逸させた上、多額な負債を抱え込んだ。原告は、Ａとの離

婚を真剣に考えるようになったが、Ｂの面倒を最後までみずに

離婚することは嫁として許されないと考え、Ｂが平成９年に死

亡するまで看病したが、同年頃に本件借入金に係る借金騒動が

発生し、離婚の話をすることのできる状況ではなくなってしま

った。そして、借金騒動が一段落した平成１２年５月２６日、

原告とＡは離婚をすることに合意したのであり、本件離婚の原

因が、Ａの自堕落な生活及び不貞行為にあることは明らかであ

る。 

（ｃ） 本件離婚当時、原告は５３歳であり、原告の年齢、学歴、資

格等に照らしても、本件離婚後に安定的な定職に就くことは困

難であった。しかも、原告は、本件不動産の財産分与を受けた

としても、本件不動産上の建物には二人の息子が居住していた

上、夫の不貞行為についての近隣の評判からも、同所で生活す

ることはできなかったため、千葉県●●市内において一人でア

パート住まいをすることを余儀なくされたものであり、扶養を

必要とする立場に置かれていた。 
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（ｄ） そこで、Ａは、協議の上、離婚に至った責任が自らにあるこ

とを認め、原告に対し、原告のＩ家に対する貢献、更には原告

の離婚後における生活を考慮して、本件不動産を財産分与とし

て交付したものである。 

ｃ 以上の事実を総合考慮すると、原告は、Ａに対し、相当高額な清

算的財産分与を請求し得る立場にあっただけでなく、本件離婚に至

る経緯等を考慮すると、高額の慰謝料的財産分与及び扶養的財産分

与を請求し得る立場にあったことが認められ、原告が財産分与に仮

託して財産譲渡を受けたと認めるに足りる事情も認められないか

ら、本件譲渡が国税徴収法３９条の無償譲渡等に該当しないことは

明らかである。 

（イ） 上記ｂ（ａ）のとおり、本件において、原告は、Ｉ家の財産の維

持ないし増加に多大な貢献を続けたのであるから、Ａの特有財産は、

財産分与における清算的要素の対象とすべきものである。 

当時のＡの特有財産（積極財産と消極財産）は、以下の計算によれ

ば、積極財産が消極財産を２億１５４２万９９２７円上回っている状

況にあった。 

ａ 原告の主張する積極財産 

本件不動産             ８７９５万３０００円 

（前記ア（ア）及び（イ）参照） 

本件貸付金債権         １億３０００万００００円 

（前記（１）（原告の主張の要旨）イ参照） 

その他の積極財産        １億５４８０万８８９０円 

合計              ３億７２７６万１８９０円 

ｂ 原告の主張する消極財産 

Ｊ農業協同組合からの借入金債務    ５２８４万３０６３円 
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敷金返還債務              １５３万４０００円 

本件所得税修正申告に係る所得税（平成１０年分）    ０円 

（前記（１）（原告の主張の要旨）ウ参照） 

本件所得税修正申告に係る過少申告加算税（平成１０年分） 

０円 

（前記（１）（原告の主張の要旨）ウ参照） 

平成８年分の所得税修正申告に係る所得税 

５２９８万６７００円 

平成８年分過少申告加算税        ７９２万２０００円 

本件相続税修正申告に係る相続税            ０円 

（前記（１）（原告の主張の要旨）イ参照） 

平成１１年３月１６日付け修正申告に係る相続税 

１３６５万４８００円 

本件相続税修正申告に係る過少申告加算税        ０円 

（前記（１）（原告の主張の要旨）イ参照） 

滞納市県民税             ２８３９万１４００円 

合計               １億５７３３万１９６３円 

（ウ） 被告は、本件裁決に依拠し、財産分与として移転した本件不動産

の価額と、原告がＡに対して有するあるべき財産分与相当額（清算的

要素、扶養的要素及び慰謝料的要素の額を合算して算出した金額）等

を比較して、不相当に過大な財産分与であるか否かを判断している。

しかし、このような算定方法は、財産分与として譲渡された財産の額

が平均的な金額と比較して高いからといって、一概に財産分与として

不相当に高額であるとはいえない旨を判示した平成１０年最高裁判

決の第１審判決（同最高裁判決により是認されている。）の算定方法

と異なり、同最高裁判決に違反している。また、少なくとも家庭裁判
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所の調停実務において、被告の主張するように個別に財産分与額を算

定してこれを合算することは行われておらず、そのような算定方法は

実務に反する。かえって、財産分与相当額の算定につき、個別的に清

算的要素、扶養的要素及び慰謝料的要素をそれぞれ算出した上で、各

要素を総合判断して財産分与相当額を算定した国税不服審判所の裁

決例（国税不服審判所平成７年３月３０日裁決・裁決事例集Ｎｏ．４

の６０６頁）も存するのであり、このような判断こそが実務に適合す

るものである。 

（エ） 被告は、共同形成財産の清算割合は、特に寄与の程度が異なるこ

とが明らかな事情がなければ、２分の１とみるのが相当であると主張

し、本件においても共同形成財産の清算的要素を２分の１としている。

しかし、平成１０年最高裁判決の第１審判決は、財産分与額が特有財

産を含めた総財産の半分以下にとどまることを一つの要素として、当

該財産分与が過大でないと判断しており、また、昭和５８年最高裁判

決は、諸般の事情を考慮し、唯一の不動産の譲渡を財産分与として認

めているのであるから、被告の主張は失当である。 

（３） 争点（３）（徴収不足が本件譲渡に基因するか否か）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 国税徴収法３９条の徴収すべき額に不足すると認められることが無償

譲渡等の処分に基因することとは、譲渡その他の処分の対象となった財

産以外の財産では、納税者がその生活又は事業に不可欠な支払をした後、

租税を優先的に納付しても完済できないことに基づくことをいうところ、

これは、無償譲渡等の処分がなかったならば、現在の徴収不足が生じな

かったであろう場合をいうものと解される。現在の徴収不足を生じた直

接の原因が無償譲渡等の処分でない場合においても、無償譲渡等の処分

がなかったならば、その無償譲渡等の処分に係る財産が滞納者に属し、
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滞納処分の執行の対象となり得たことにより、その価額の限度で現在の

徴収不足が生じなかったであろうと認められる場合には、現在の徴収不

足はその無償譲渡等の処分に基因するものといえる。 

イ これを本件についてみると、本件譲渡がなかったならば、本件不動産は

Ａの財産に属し、滞納処分の執行の対象となり得たことにより、本件告知

処分の時点における徴収不足は生じなかったであろうと認められる。 

したがって、本件告知処分の時点における徴収不足は本件譲渡に基因す

るものといえる。 

（原告の主張の要旨） 

ア 後期（５）（原告の主張の要旨）イのとおり、東京国税局長が適切に権

限を行使していれば、本件担保不動産から１億８９００万円、本件任意

売却不動産から１８００万円を徴収することが可能であったものであり、

被告が適切な徴収手続を怠った結果、徴収不足が生じたのであるから、

本件においては、徴収不足が無償譲渡等に基因するとはいえない。 

イ 国税徴収法３９条は、無償譲渡等の前に滞納税額が発生していること

を前提とし、無償譲渡等に係る滞納税額をもって第二次納税義務を課す

ることは予定していない上、第二次納税義務の制度は、実質的には詐害

行為の取消しをした場合と同様の効果を得ようとするものであるところ、

詐害行為取消権の行使に当たっては、債権者の被保全債権が詐害行為前

に成立していることを要すると解されているから、Ａの平成１２年分の

所得税の確定申告に係る税額１１４３万９６００円は、その徴収不足が

無償譲渡等に基因するものとはいえない。 

（４） 争点（４）（原告が本件譲渡の時にＡの「特殊関係者」であったか否か）

について 

（被告の主張の要旨） 

ア 国税徴収法３９条の「親族その他の特殊関係者」であるか否かは無償
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譲渡等の処分がされた時点の現況によって判断することとなるところ、

これは、「親族その他の特殊関係者」の判定基準時は、無償譲渡等を行う

意思決定が外部に表明された時点の現況によるべきであるとの考えに基

づくものと解される。すなわち、同法３９条は、「親族その他の特殊関係

者」については悪意の譲受人と推定されることを理由に、第二次納税義

務を負う範囲を加重するものであるから、滞納処分を免れることを知り

ながら滞納者の財産を譲り受ける行為自体に着目した規定とみることが

でき、当事者間で贈与等の合意が成立した時点を基準として、「親族その

他の特殊関係者」に当たるか否かを判断するのが相当である。そして、

財産分与としての不動産の所有権移転が離婚の成立前に行われた場合に

は、財産分与を受けた相手方は、滞納者の配偶者として「親族その他の

特殊関係者」に当たり、無償譲渡等の処分により受けた利益の限度にお

いて第二次納税義務を負うというべきである。 

これを本件についてみると、原告は、平成１２年５月２６日、Ａと協議

上の離婚をしているところ、本件譲渡が行われたのは、遅くとも同月２３

日であり、同日の時点において、原告がＡの配偶者として「親族その他の

特殊関係者」に当たるものというべきである。 

イ 原告は、財産分与の合意は離婚成立を停止条件とする合意であり、財

産分与の効力が生ずる離婚成立時には、原告は本件滞納者の「親族その

他の特殊関係者」に当たらないなどと主張するが、離婚に伴う財産分与

として行われた財産の給付であっても、不相当に過大な財産の給付につ

いては、もはや財産分与とはいえず、財産分与の名の下に行われた対価

を伴わない財産の移転にほかならないから、財産分与の形式が採られて

いることを理由に、当該財産の処分が一律に離婚成立後に行われたもの

とみるべき合理的理由はなく、本件において、当事者間の合意形成の実

態に即して、本件譲渡の合意が成立した時点において原告が「親族その
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他の特殊関係者」であったか否かを判断することは何ら妨げられないと

いうべきである。 

ウ 原告は、国税徴収法３９条の「親族その他の特殊関係者」に当たるか

否かを対抗要件を具備した時で判定すべきとも主張するが、原告が引用

する大阪地裁昭和５２年１２月７日判決・行裁集２８巻１２号１２９３

頁は、無償譲渡等自体の時期ないし「親族その他の特殊関係者」の判定

時期を示したものではない。仮に、原告の主張するように、不動産に係

る国税徴収法３９条の無償譲渡等の時期について、その登記がされた時

を基準とすべきであるとすると、同一の離婚における財産分与契約によ

り、金銭の引渡しを離婚の届出前に、不動産の譲渡の登記を離婚届出後

に行ったような場合には、財産分与を受けた者が「親族その他の特殊関

係者」に当たるか否かの判定が同一の離婚における財産分与契約である

にもかかわらず異なる事態が生じ得るが、原告のそのような解釈が不合

理であることは明らかである。したがって、本件譲渡に係る登記がされ

た日をもって「親族その他の特殊関係者」に当たるか否かを判断すべき

とする原告の主張は理由がない。 

また、主観的要件が排除されている国税徴収法３９条に定める第二次納

税義務において、無償譲渡等を受けた「親族その他の特殊関係者」が滞納

者との親近性からそれら以外の者と比較して重い第二次納税義務を負う

という趣旨からしても、「親族その他の特殊関係者」の判定の時点は、無

償譲渡等の時、すなわち無償譲渡等の基因となった契約が成立した時点と

すべきであり、当該契約の成立後、権利を取得し又は義務を免れるまでに、

当該無償譲渡等を受けた者が何らかの事情により「親族その他の特殊関係

者」に該当しなくなったとしても、その者は「親族その他の特殊関係者」

としての第二次納税義務を負うものというべきである。 

以上のとおり、原告の上記主張は理由がない。 
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（原告の主張の要旨） 

ア 昭和５０年５月２７日最高裁判決は、財産分与に係る権利義務そのも

のは、離婚の成立によって発生し、実体的権利義務として存在するに至

り、当事者の協議等が行われてその内容が確定するとしており、離婚前

に財産分与の合意が成立しても、この合意は、離婚の成立を停止条件と

しての合意であり、その効力の発生は離婚の成立に係っている。そして、

離婚の成立の時には、財産分与の当事者はもはや夫婦ではないから、財

産分与を受けた者は財産分与者（滞納者）の「親族その他の特殊関係者」

とはならないものと解すべきである。 

被告が主張するように、同じ離婚に伴う給付でありながら財産分与を約

束した時期が離婚成立前であるか、離婚成立後であるかによって財産分与

を受けた者の第二次納税義務を負う範囲が異なるというのは、課税の公平

を欠くものであって、離婚前に夫婦が財産分与の合意をしても、その後離

婚をしないこともあり得る。 

イ ①国税徴収法基本通達（昭和４１年８月２２日付け徴徴４－１３外５

課共同）第３９条関係２（２）は、国税徴収法３９条所定の「１年前の

日」につき、「譲渡等の処分につき登記等の対抗要件または効力発生要件

の具備を必要とするときは、その要件を具備した日」によって判定する

としていること、②離婚によって財産分与を受けた者と滞納者の親近性

が高いといえないこと、③昭和５０年５月２７日最高裁判決の上記説示

に照らせば、原告の財産分与請求権は、離婚の届出日である平成１２年

５月２６日に抽象的に発生し、本件所有権移転登記が経由された平成１

２年５月３０日に具体的にその内容が確定したと解すべきことから、国

税徴収法３９条の「その処分の時」とは、不動産の処分の場合には当該

不動産について対抗要件を具備した時をいうものと解すべきである（前

掲大阪地裁昭和５２年１２月７日判決参照）。 
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ウ したがって、原告は、国税徴収法３９条に規定する「特殊関係者」に

当たらないものというべきである。 

（５） 争点（５）（本件告知処分が信義則違反又は徴収権の濫用に当たるか否か）

について 

（原告の主張の要旨） 

ア 税務相談時の回答に関する信義則違反 

（ア） 原告は、本件譲渡を受けた頃、成田税務署資産課税部門において本

件譲渡につき何らかの課税を受けるかについて相談したところ、同署

職員から、原告につき課税問題は生じない旨の回答を得た。上記の回

答は、Ａの申告や税務調査により把握したＡの資産内容を精査した上

で回答されたものであり、過当な財産分与として贈与税の課税対象と

なることはなくＡに譲渡所得課税が行われる旨の見解を示したもの

である。 

（イ） また、原告は、平成１９年に本件分筆不動産を売却した際にも、成

田税務署資産課税部門において譲渡所得に係る所得税が課税される

かについて相談したところ、同署職員から原告に対する課税はない旨

の回答を得た。仮に、原告が本件譲渡によって取得した本件不動産に

「過当な部分」がある場合には、その部分は贈与によって取得したこ

とになり、贈与によって取得した財産の取得価額は贈与者の取得価額

を引き継ぐことになる（所得税法６０条１項）が、同署職員は、その

ようなことはないことを前提に譲渡所得は発生しないと回答し、本件

不動産の原告の取得の全部が無償譲渡等ではないとの見解を示した

ものである。 

（ウ） 以上の成田税務署の回答に加え、本件告知処分が本件譲渡から１

２年近く経過した後にされていること、原告が成田税務署の回答を信

頼して行動していたことなどを総合考慮すれば、本件告知処分は、信
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義則に違反した違法な処分というべきである。 

イ 徴収不足に至ったことに係る徴収権の濫用 

（ア） 徴収権の濫用のないことを基礎付ける事情の主張立証責任は、被

告が負うべきものである。 

（イ）ａ 本件担保不動産に係る徴収不足額について 

本件抵当権付記登記の抹消登記のされた平成１９年１月３０日

の時点における本件担保不動産は、別紙２－２不動産目録２記載の

順号２の土地を除き、接道した宅地となっており、本件担保不動産、

本件任意売却不動産及びその北東側の隣接地（市街化区域部分、登

記面積４６３．８２平方メートル）と一体として利用することがで

きる状況にあったから、その時価は、鑑定評価額２億５９００万円

（不動産鑑定評価書（甲１５）参照）を下ることはない。それにも

かかわらず、東京国税局長は、本件第三取得者が、本件担保不動産

が無接道であり、雑種地又は畑であることを前提とした価額である

７０００万円を納付したことを受けて、本件抵当権付記登記の抹消

登記を経由したものである。 

被告は、本件抵当権付記登記のされていた抵当権設定仮登記は、

本登記を経由しなければ抵当権を実行することができず、本登記を

経由するためには、①担保不動産の所有者（本件第三取得者）の承

諾を得なければならず、②承諾を得られない場合には、担保不動産

の所有者を被告として承諾を求める確定勝訴判決が必要となるが、

訴訟を維持するための証拠収集が十分にできず、民法３８４条１号

所定の期間内に抵当権を実行することは困難であった旨主張する。

しかし、①不動産登記法１０９条１項は、抵当権設定仮登記につき

本登記をする場合に登記上の利害関係を有する第三者からの承諾

を要するとはしておらず、この場合はＤ又はその承継人が登記義務



 

 39 

者となり、これらの者の協力が得られない場合には、これらの者に

対し抵当権設定仮登記の本登記請求訴訟を提起すれば足り、この訴

訟を維持するための証拠収集が十分にできないとは考えられず、②

東京国税局長が平成１６年６月２１日に開発行為の施行に同意し

ていることに照らせば、本件仮登記について本登記を経由し、抵当

権実行の準備をする時間的余裕が十分にあったのであるから、安易

に本件抵当権付記登記の抹消登記に応じることは、手続の懈怠ない

し違法な権利の放棄として許されない。 

そうすると、東京国税局長が適切に権限を行使していれば、上記

抹消登記の代価として徴収した７０００万円を控除しても、更に１

億８９００万円の徴収不足額が生ずることはなかったことになる。 

ｂ 本件任意売却不動産に係る徴収不足額について 

本件任意売却不動産差押処分の解除がされた平成２０年２月７

日の時点における本件任意売却不動産は、地目が宅地に変更され

（甲３、４）、開発行為が完了していた（甲１３）もので、本件担

保不動産、本件任意売却不動産及びその北東側の隣接地（市街化区

域部分、登記面積４６３．８２平方メートル）と一体として利用す

ることができる状況にあったから、その時価は、鑑定評価額２８０

０万円（不動産鑑定評価書（甲１５）参照）を下ることはない。ま

た、本件任意売却不動産の平成２０年１月１日の固定資産税評価額

は、１４７２万５５６３円（甲５）であり、その時価がこれ以上の

価格であることは明らかである。それにもかかわらず、被告は、１

０００万円の納付により本件任意売却不動産差押処分を解除した

ものである。 

被告は、本件任意売却不動産について、①公売を行うとした場合

は、公売に参加できる者は農地転用許可を受けていた株式会社Ｋ
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（以下「Ｋ」という。）及びその関係者に限定されること、②同社

の開発許可の条件から、建売住宅の完成によって開発行為が終了し、

所有権の移転及び地目変更が可能となるため、建物が完成していな

い土地のみの売却の場合には、買受人が極めて限定される物件であ

ったこと、③本件任意売却不動産は、開発許可取得済みの宅地見込

地としての評価額は４７５万円であり、買受けの申出をした本件第

三取得者に徴収上弊害のある事情が認められなかったことから、東

京国税局長は任意売却相当であると判断して本件任意売却不動産

の差押えを解除した旨を主張する。しかし、本件任意売却不動産は、

平成１８年３月９日以降、買受人を「所定の資格を有する者」又は

「一定の資格その他の要件」を具備する者に限定すること（民事執

行規則３３条、国税徴収法９５条１項７号参照）を要しない土地で

あって、本件任意売却不動産差押処分の解除前の平成１９年８月２

８日に既に畑から宅地への地目変更登記がされており、「法令の規

定によりその取得が制限されている不動産」（民事執行規則３３条）

ではないから、買受人が限定されない土地として公売が可能であっ

た。また、土地の区画形質の変更が終了すれば開発行為は完了する

のであって、上記差押処分の解除時には開発行為は完了していたも

のである。さらに、本件任意売却不動産について、開発許可取得済

みの宅地見込地としての評価額が４７５万円であるという主張は

根拠が不明である。 

そうすると、東京国税局長が適切に権限を行使していれば、本件

任意売却不動産差押処分の解除に当たって納付された１０００万

円を控除しても、更に１８００万円の徴収不足額が生ずることはな

かったことになる。 

ｃ 国税庁長官の発出した「公売財産評価事務提要の制定について」
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（事務運営指針）（平成２６年６月２７日付け徴徴３－７。甲２３。

以下「本件事務運営指針」という。）においては、差押財産の評価

が差押解除の判断の根拠となることを明示しているにもかかわら

ず、本件抵当権付記登記の抹消登記や本件任意売却不動産差押処分

の解除は、本件担保不動産及び本件任意売却不動産の価額の検討も

されずに行われたものであり、東京国税局の担当職員とＤの財産を

騙取した暴力団員である本件第三取得者の代表取締役との間にお

いて違法な交渉が繰り返された可能性が高い。 

（ウ） 以上のとおり、東京国税局長が適切に権限を行使していれば、本

件担保不動産から１億８９００万円、本件任意売却不動産から１８０

０万円を徴収することが可能であったものであり、本件告知処分は、

自らの責任により招いた徴収不足を本件告知処分によって原告に転

嫁するものであって、徴収権を濫用する違法な処分というべきである。 

（被告の主張の要旨） 

ア 信義則違反に係る原告の主張について 

本件においては、原告がいついかなる相談を行ったか、また、成田税務

署資産課税部門の職員がいついかなる回答を行ったのかについては判然

としないが、仮に原告が主張するような事実があったとしても、本件譲渡

後に相談が行われたものであれば、納税者が税務官庁の公的見解を信頼し

て何らかの行動をとったものではなく、また、相談と回答の時期をおくと

しても、原告の相談内容は第二次納税義務の賦課に対する相談とはいい難

いものであり、その回答についても、滞納処分や第二次納税義務に係る事

務を所掌していない成田税務署資産課税部門係官が回答したのであれば、

およそ税務署長等の正式の見解とは認められないことが明らかであるか

ら、東京国税局長による本件告知処分が信義則違反となる余地はない。し

たがって、本件告知処分が信義則に違反して違法なものであるとする原告
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の主張は失当である。 

イ 徴収権の濫用に係る原告の主張について 

（ア） 滞納整理における東京国税局長の裁量 

そもそも東京国税局長がＡに対する滞納整理において本件担保不

動産に係る本件抵当権付記登記の抹消並びに本件任意売却不動産差

押処分の解除を行ったことは、いかなる徴収の方法が国税収入を確保

するために効果的なものであるかの判断に関わるものであって、東京

国税局長の合理的な裁量に委ねられるところ、本件では徴収権の濫用

と認められるような特別の事情は認められない。徴収権の濫用を基礎

付ける事情の主張立証責任は原告側が負うべきである。 

（イ） 権利濫用等というべき特別の事情のないこと 

ａ 本件抵当権付記登記の抹消について 

東京国税局長は、本件担保不動産を購入した本件第三取得者から、

７０００万円の第三者納付による本件抵当権付記登記の抹消の申

出を受け、７０００万円という価額が本件担保不動産の価額として

妥当であること及び本件担保不動産について２か月以内に抵当権

設定仮登記を本登記にして担保権を実行することが困難であると

認められたことから、上記申出に応じたものである。 

すなわち、抵当不動産の第三取得者については、抵当権消滅請求

をすることができ（民法３７９条）、第三取得者が定めた代価が妥

当でないときは、債権者が２か月以内に抵当権を実行しなければな

らない。そして、抵当権設定仮登記は、本登記を経由しなければこ

れを実行することができず、本登記を経由するためには、①担保不

動産の所有者の承諾を得なければならず、②承諾が得られない場合

には、担保不動産の所有者を被告として承諾を求める訴訟の確定勝

訴判決が必要となる。本件においては、本件担保不動産の抵当権設
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定仮登記を本登記として競売を行った場合に得られるであろう価

格と本件第三取得者が提示した代価７０００万円とを比較して当

該代価が妥当であったこと、本件第三取得者から抵当権消滅請求を

受けた場合に、２か月以内に本件第三取得者から本登記に変更する

承諾が得られるとはいえないこと、債務者であるＤが死亡しており、

２か月以内に本登記にするための訴訟に勝訴し判決を確定させて

競売の申立てを行うことが困難であることといった事情から、本件

第三取得者から第三者納付を受けて本件抵当権付記登記の抹消登

記を経由したものである。 

したがって、本件抵当権付記登記を抹消するに至る一連の経過に

おいて、権利濫用等というべき特別の事情は何ら存しないから、徴

収権の濫用とは認められない。 

ｂ 本件任意売却不動産差押処分の解除について 

差押財産は公売によることが原則であるところ、例えば、①差押

財産を公売しても入札又は買受申込みがない場合や、②公売しても

買受人が極めて限定される場合において、任意売却の申出があった

場合には、当該任意売却の額が差押財産の時価相当額以上の金額で

あり、その売却代金を一括して滞納国税に納付することができるの

であれば、徴収上有利であると判断して任意売却を認めることがで

きる場合がある。ただし、任意売却の買受人が、国税徴収法９２条

で定める買受人となることができない者又は同法１０８条１項に

より公売への参加が制限されている者に該当する場合など、徴収上

弊害がある場合には任意売却を認めることはできない。 

本件任意売却不動産については、①公売を行う場合には、当該土

地に係る農地転用許可を受けていることが必要であるところ、同許

可が既にＫに対してされていることから、公売に参加できる者が同
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社及びその関係者に限定される物件であったこと、②同社は、建売

を目的として開発許可と農地転用許可を同時に受けているところ、

その開発許可の条件によれば建売住宅の完成によって開発行為が

終了し、所有権の移転及び地目変更が可能となるため、建物が完成

していない段階の土地のみの場合には、買受人が極めて限定される

物件であったこと、③本件任意売却不動産は、開発許可取得済みの

宅地見込地としての評価額が４７５万円であり、買受けの申出をし

た本件第三取得者に徴収上弊害のある事情は認められなかったこ

とから、東京国税局長は、任意売却が相当であると判断して、本件

任意売却不動産差押処分を解除したものである。 

したがって、本件任意売却不動産差押処分を解除するに至る一連

の経過に権利の濫用などというべき特別の事情は認められない。 

（ウ） 本件告知処分に至るまで相当の期間を要したことについて 

ａ 滞納整理事務について 

滞納処分の執行は、滞納者の権利及び利益に特に強い影響を及ぼ

すことから、滞納整理事務を行うに当たっては、事実関係を正確に

把握した上で、差押え、公売等の滞納処分を行う一方で、滞納者の

生活状況、所有財産等の納付資力、納税に対する誠意等を総合的に

勘案して納税の猶予、換価の猶予等の納税緩和措置を講ずるなど、

滞納者個々の実情に即しつつ、法令等に基づき適切に対応している

ところである。そのため、滞納整理事務ないし滞納処分を進めるに

当たっては、相応の期間を要しているのが実情である。 

ｂ 本件告知処分を行うこととなった経緯 

第二次納税義務は、主たる納税義務との関係において補充性を有

するものであるため、第二次納税義務者からの徴収よりも、本来の

納税義務者からの徴収が優先されるべきものであるところ、Ａの滞
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納処分等を担当した東京国税局の徴収職員は、Ａに関する滞納整理

状況を把握し、Ａの財産について差押え、公売等の滞納処分を執行

しつつ、Ａに対し居宅への臨場、電話及び文書による納付催告を行

うことにより自発的な納付も促していたところである。 

そして、東京国税局の徴収職員は、Ａの居宅内の捜索を行う等、

Ａの財産調査も継続してきたものの、本件告知処分を行うまでの間

に、本件滞納国税の額を充足する財産を把握することはできなかっ

た。その中で、東京国税局の徴収職員は、Ａが所有していた不動産

及び預貯金等について、おおむね換価による滞納国税への充当を了

し又はその見込みが立った平成２２年３月頃から、本件滞納国税の

徴収の方途について総括的な見直しを行い、第二次納税義務の納付

告知処分など、Ａ以外の者に対する納税義務の拡張についても検討

を開始した。その結果、東京国税局長は、Ａが徴収不足の要件を充

足すると判断するとともに、本件における財産分与の相当額の算定

を行うことにより、本件譲渡の国税徴収法３９条の各要件該当性を

検討し、いずれの要件も充足すると判断したため、平成２４年２月

２日、本件告知処分をしたものであり、本件告知処分に至る一連の

経過に権利の濫用などというべき特別の事情は認められない。 

（６） 争点（６）（原告が負う第二次納税義務の税額）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 原告は、本件不動産の本件譲渡の時点の時価相当額である１億８８０

１万８８８１円から、財産分与の相当額として多くとも２１４３万９４

５８円を控除するとともに、原告が本件不動産の取得に際して負担した

不動産取得税額２７８万６９００円及び登録免許税額１１６万１２００

円の合計額を控除した金額である１億６２６３万１３２３円を限度とし

て、国税徴収法３９条に定める第二次納税義務を負うものであり、この
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金額は、東京国税局長による一部取消し後の本件告知処分における納付

限度額１億０９１１万３９００円を上回るものである。 

イ 本件譲渡により受けた利益のうち現に存する限度のもの（現存利益）

の額は、８５８０万８２２０円である。 

①本件残存不動産の本件告知処分時の価額の算定は、財産評価基本通達

１１、１５、２０等に基づき、別表２の付表３の本件不動産の本件譲渡時

の価額の算定とおおむね同様に算定すべきであり、その結果は７４９１万

６１２８円となる。また、②原告は、本件分筆不動産の売却に際して支出

したブロック塀設置工事費用その他の費用として８５万６０００円を支

出した旨主張するが、その根拠が明らかではない。さらに、③原告は、本

件分筆不動産の売却代金のうち生活費として費消した３００万円を現存

利益から控除すべき旨主張するが、そのような事実が存したとしても、当

該生活費の支出により原告の財産はその範囲において減少しなかったも

のといえるから、その支出額は現存利益から控除すべきものではない。そ

して、④原告は、本件不動産ないし本件残存不動産に係る固定資産税及び

都市計画税についても現存利益から控除すべき旨主張するが、上記不動産

の所有者である原告が自らの財産をもってこれらの税を負担すベきこと

は当然であって、固定資産税及び都市計画税の性質からすれば、原告が、

これらの税を負担することとなっても、その課税原因となっている不動産

の価額を減少させるものではないから、これらの税の納付額は現存利益か

ら控除すべきものではない。 

（原告の主張の要旨） 

仮に、原告が第二次納税義務を負うとしても、原告は本件譲渡の時にＡ

の特殊関係者ではなかったから、その義務の限度は本件譲渡により受けた

利益が現に存する限度（現存利益）となる。そして、原告は、平成１９年

１月３０日に本件分筆不動産を売却しているところ、本件告知処分時にお
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ける原告の現存利益は、次の①及び②から（ａ）ないし（ｄ）を控除した

７１５５万６８６９円となるから、原告は、仮に第二次納税義務を負うと

しても、その範囲は上記の金額以下に限られることになる。 

① 本件残存不動産の本件告知処分時の時価   ４６５７万２９１９円 

（注）この時価は、上記売却に係る１平方メートル当たりの単価５万２３

３３円を本件残存不動産の面積９１３．６９平方メートルで乗じた上、

本件残存不動産の路線価の平成１９年から平成２４年までの間の下

落率約２．６パーセントを考慮して算定した価額である。 

② 上記売却に係る代金の受領額            ３９００万円 

（ａ） 上記②の代金から支弁した上記売却に要した費用 

３５６万６３５０円 

（注）うち８５万６０００円は、本件分筆不動産の売却に際して支出した

ブロック塀設置工事費用その他の費用である。 

（ｂ） 上記②の代金から支弁した生活費          ３００万円 

（ｃ） 本件不動産の取得に要した費用（登録免許税及び不動産取得税） 

３９４万８１００円 

（ｄ） 本件不動産ないし本件残存不動産に係る平成１３年度から平成２

４年度までの固定資産税及び都市計画税    ３５０万１６００円 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実等 

（１） 認定事実 

前記前提事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実が

認められる。 

ア 本件譲渡に至るまでの経緯 

（ア） 原告（昭和●年●月●日生）は、昭和４６年２月２６日、農家の長

男であるＡと婚姻をし、昭和●年及び昭和●年にＡとの間に子２名
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（長男及び二男）が出生し、その養育に当たった（前記前提事実（１）

ア、甲２２（１、３頁））。 

原告は、婚姻後、Ａ、両名の子２名、Ａの父母であるＢ及びＣ（両

名の間にＡ以外の子はない。）と共に、本件不動産上に存する未登記

建物に居住していた（前記前提事実（１）ア）。 

（イ） 原告は、昭和５０年又は昭和５１年頃からスーパーマーケットに

おいてパートタイムの店員として勤務し、平成３年又は平成４年頃か

ら平成９年頃までの期間を除き、平成１２年にＡと離婚をするまで稼

働し、当初は月額約１２万円の収入を、平成９年頃以降は月額約１０

万円程度の収入を得て家族の生活費に充てていたほか、婚姻後、昭和

５８年又は昭和５９年頃に農地の宅地化が進むまで、Ａの父母の家業

である農作業に従事していた（甲２２（１頁）、原告本人（調書３、

４頁））。 

（ウ） 原告は、昭和６０年頃からパーキンソン病を発症し、その後、昭

和６２年又は昭和６３年頃から認知症のため入院生活をしていたＣ

が平成５年に死亡するまで一人でその身の回りの世話をしたほか、平

成４年頃から認知症の症状が悪化したＢが平成９年に死亡するまで、

パートタイムの仕事を辞め、毎日深夜ないし翌朝に至るまで一人でそ

の介護をした（甲２２（２、３頁）、原告本人（調書５、６頁））。 

（エ） Ａは、昭和５８年又は昭和５９年頃に農地の宅地化が進んで以降、

不定期に稼働し、Ｂ（その死後はＡ）の所有するアパートから得られ

る月額約５０万円の賃料収入の一部を生活費に充てることがあった

が、ＢやＣの介護をしたり子らの面倒をみたりすることはなかった

（甲２２（２ないし４頁）、甲２９（３頁）、原告本人（調書５、２３

頁））。 

（オ）ａ Ｂは、平成７年１１月１日、同人の甥であるＤとの間で、弁済期
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を平成９年１０月３１日と定めて同人に４億７０００万円を貸し

付ける（本件貸付金債権）とともに、その債権の担保として、Ｄが

所有していた別紙２－２不動産目録２記載の順号１ないし４の各

土地（なお、同目録記載の各土地（本件担保不動産）のうち、順号

４の土地は、平成１４年１０月１日、順号５及び６の各不動産に分

筆されている。）に抵当権を設定し、平成７年１１月９日、本件担

保不動産につき抵当権設定仮登記（本件仮登記）を経由した（前記

前提事実（１）イ（ア））。 

ｂ Ｂは、平成７年１１月１日、上記ａの貸付資金を工面するために、

Ｅ社から、弁済期を平成９年１１月２７日、利息を年９．６パーセ

ント、遅延損害金を年２３．５パーセントと定めて４億７０００万

円を借り入れ（Ｅ社借入金）、Ｂが所有していたＥ社担保土地に抵

当権を設定し、平成７年１１月１日、Ｅ社担保土地につき抵当権設

定登記を経由した（前記前提事実（１）イ（イ））。 

（カ） Ａは、平成９年５月●日、Ｂの死亡に伴い、本件不動産（甲１６）、

本件公売不動産（乙１７の３ないし６）、Ｅ社担保土地（甲６）及び

本件貸付金債権を含むＢの全ての財産を単独で相続した。なお、Ａは、

同日の時点で、本件任意売却不動産（乙１７の１及び２）を所有して

いた。（前記前提事実（１）ウ） 

（キ） Ｄは、本件貸付金債権の弁済期である平成９年１０月３１日まで

に、Ａに対し、本件貸付金債権に係る４億７０００万円を弁済しなか

った（前記前提事実（１）エ）。 

（ク） Ａは、平成１０年３月１１日、申告納税額を１億０４５４万５２

００円とするＢの相続に係る相続税の申告書を成田税務署長に提出

し（別紙３－１租税債権目録１－１の順号８参照）、併せて、その金

銭納付は困難であるとして、本件不動産及び千葉県●●の土地を物納
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する旨の相続税物納申請書を提出した（前記前提事実（１）オ、乙５、

６）。 

（ケ） Ａは、平成１０年７月２１日、Ｅ社に対し、Ｅ社借入金（遅延損害

金等を含む。）のうち５億円を弁済して残債務の免除を受け、Ｅ社担

保土地に係る上記（オ）ｂの抵当権設定登記は、同日、弁済を原因と

して抹消された。Ａは、同日、Ｅ社担保土地をＦ株式会社に売却し、

その旨の所有権移転登記を経由した。（前記前提事実（１）カ） 

（コ） Ａは、平成１１年３月１６日、修正後の申告納税額を１億１８２０

万円、納付すべき税額の増加額を１３６５万４８００円とするＢの相

続に係る相続税の修正申告書を成田税務署長に提出し（別紙３－１租

税債権目録１－１の順号９参照）、併せて、その金銭納付は困難であ

るとして、修正税額についても本件不動産を物納する旨の相続税物納

申請書を提出した（前記前提事実（１）オ、乙８、９）。 

（サ） Ｄは、平成１１年４月１日、本件第三取得者に対し、本件担保不動

産のうち別紙２－２不動産目録２記載の順号１ないし３の各土地を

売却した（前記前提事実（１）キ）。 

（シ） 原告は、平成１１年５月ないし１１月頃、Ａに対し、同人が家庭を

顧みず、ほとんど仕事や両親の世話をしないで頻繁に飲酒のため外出

し、不貞行為をしていたとみられることなどを理由に離婚の意思を固

めてこれを告げたところ、Ａは、当初これに応じなかったが、その後

しばらくして渋々これに応じる旨を述べた（甲２２（５頁）、原告本

人（調書１１頁）、弁論の全趣旨）。 

（ス）ａ Ａは、平成１１年１２月１７日、修正後の申告納税額を２億１６

３７万９２００円、納付すべき税額の増加額を９８１７万９２００

円とするＢの相続に係る相続税の修正申告書を成田税務署長に提

出し（別紙３－１租税債権目録１－１の順号１０参照。本件相続税
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修正申告）、併せて、納付すべき税額９８１７万９２００円の増加

額の金銭納付は困難であるとして、その増加額についても本件不動

産を物納する旨の相続税物納申請書を提出した（前記前提事実（１）

ク（ア）、乙１０、１１）。 

ｂ Ａは、Ｂの納税義務を承継していることから、同日、Ｂの所得に

係る修正後の申告納税額を５２９８万６７００円とする平成８年

分の所得税の修正申告書を成田税務署長に提出した（別紙３－１租

税債権目録１－１の順号１参照、前記前提事実（１）ク（イ））。 

また、Ａは、同日、Ｅ社担保土地の売却に係る譲渡所得による修

正後の申告納税額を９５１７万８０００円とする平成１０年分の

所得税の修正申告書を同署長に提出した（別紙３－１租税債権目録

１－１の順号３参照。本件所得税修正申告、前記前提事実（１）ク

（イ））。 

（セ） 成田税務署長は、平成１２年１月３１日、上記（ス）記載の各修正

申告に係る過少申告加算税（相続税につき１０１８万１０００円、平

成８年分の所得税につき７９２万２０００円及び平成１０年分の所

得税につき１４２５万０５００円の合計３２３５万３５００円）の賦

課決定をした（別紙３－１租税債権目録１－１の順号２、５及び１１

参照、前記前提事実（１）ケ）。 

（ソ） 成田税務署長は、平成１２年２月２２日、東京国税局長に対し、国

税通則法４３条３項に基づき、上記（ス）ｂの平成８年分及び１０年

分の所得税の滞納国税について徴収の引継ぎを行った（前記前提事実

（１）コ）。 

（タ） 東京国税局長は、平成１２年４月２１日、Ａが所有する本件公売不

動産及び本件任意売却不動産について、国税徴収法４７条１項及び６

８条に基づく差押えをし（本件任意売却不動産差押処分を含む。）、同
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月２５日、差押登記を経由した（前記前提事実（１）サ）。 

（チ） 原告及びＡは、平成１２年５月下旬頃、協議上の離婚をする意思で

離婚の届書を作成するとともに、離婚の届出と引換えに本件不動産の

名義をＡから原告に移すため、同月２３日付けで、Ｌ司法書士に対し

本件不動産について財産分与を原因とする登記名義の移転を内容と

する本件所有権移転登記の申請（以下「本件登記申請」ともいう。）

を委任する旨の委任状を作成した（甲２２、乙１８、原告本人（調書

１３、１４頁）、弁論の全趣旨）。 

（ツ） 原告は、平成１２年５月２６日、Ａとの協議上の離婚の届出をし

た（本件離婚。前記前提事実（１）シ）。 

Ｌ司法書士は、平成１２年５月３０日、原告及びＡを代理して本件

所有権移転登記の申請（本件登記申請）をし、同日、同登記がされた。

なお、本件譲渡及び同登記の経由後、Ａ及び同人と原告の子２名は引

き続き本件不動産上の建物に居住しており、原告は同建物から退去し

た。（前記前提事実（１）ス、甲１６） 

原告は、本件譲渡に当たり、不動産取得税２７８万６９００円及び

登録免許税１１６万１２００円を負担した（前記前提事実（１）ス）。 

（テ）ａ Ａは、本件譲渡前の時点において、別表１－１記載の財産を有し

ていたところ、そのうち、同別表の番号１ないし３、７ないし１６、

１８及び１９の財産は原告との共同形成財産であり、その余の財産

はＡの特有財産であった（前提事実（１）セ（ア））。 

ｂ 原告は、本件譲渡前の時点において、別表１－２記載の財産を有

していたところ、その全ての財産はＡとの共同形成財産であった

（前記前提事実（１）セ（イ））。 

イ 本件告知処分に至る経緯 

（ア） Ａは、平成１２年６月１４日、修正後の申告納税額を９８７６万７
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２００円、納付すべき税額の増加額を３５８万９２００円とする平成

１０年分の所得税の修正申告書を成田税務署長に提出した（別紙３－

１租税債権目録１－１の順号４参照、前記前提事実（２）ア）。 

（イ） 成田税務署長は、平成１２年６月３０日、Ａに対し、上記（ア）

の修正申告に係る過少申告加算税５３万７０００円の賦課決定をし

た（前記前提事実（２）イ。別紙３－１租税債権目録１－１の順号６

参照）。 

（ウ） 東京国税局長は、成田税務署長から、国税通則法４３条３項に基づ

き、上記ア（セ）の各修正申告に係る過少申告加算税の滞納国税につ

いても徴収の引継ぎを受けた上で、平成１２年８月１５日、国税徴収

法４７条１項及び６２条に基づき、ＡがＤに対して有する本件貸付金

債権の差押えを行い（本件債権差押処分）、本件貸付金債権の担保物

である本件担保不動産に本件貸付金債権を被保全債権とする抵当権

設定仮登記（本件仮登記）があることから、同月２１日、同法６４条

に基づき、本件債権差押処分に係る付記登記（本件抵当権付記登記）

を経由した（前記前提事実（２）ウ）。 

（エ） Ａは、平成１２年１０月３日、前記ア（ク）の相続税物納申請のう

ち物納財産を本件不動産とする部分及び前記ア（コ）及び（ス）ａの

相続税物納申請を取り下げた（乙２３の１ないし３）。 

（オ） 成田税務署長は、平成１３年１月３１日、前記ア（ク）の相続税物

納申請のうち、物納財産を千葉県●●の土地とする申請に係る物納を

許可した（乙２４の１及び２）。 

（カ） Ａ、Ｄ及び本件第三取得者は、平成１３年２月２０日、Ｄが本件滞

納国税のうち７０００万円の第三者納付をすることにより、本件仮登

記を抹消することを合意し、同月２３日、東京国税局長に対し、本件

抵当権付記登記の抹消を求める旨の差押解除申請書を提出したが、上
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記第三者納付は、直ちには履行されなかった（乙６１、６２、８４）。 

（キ）ａ Ａは、平成１３年３月１５日、申告納税額を１１４３万９６００

円とする平成１２年分の所得税の確定申告書を成田税務署長に提

出し（別紙３－１租税債権目録１－１の順号７参照）、当該申告に

おける所得金額には、本件不動産の譲渡所得が含まれていた（前記

前提事実（２）エ（ア））。 

ｂ 成田税務署長は、平成１３年６月１８日までに、国税通則法４３

条３項に基づき、東京国税局長に対し、Ａに係る前記ア（ク）、（コ）

及び（ス）ａの相続税並びに前記（ア）及び（イ）及び上記ａの所

得税の滞納国税について、順次徴収の引継ぎをした（前記前提事実

（２）エ（イ））。 

（ク） 東京国税局長は、平成１４年１月３０日、Ａの相続税及び所得税の

未保全分の合計１億８６２３万６０００円を徴収するため、前記ア

（タ）の不動産の参加差押えをし（本件任意売却不動産差押処分を含

む。）、同年２月１日、参加差押登記を経由した（前記前提事実（２）

オ）。 

（ケ） 東京国税局長は、本件担保不動産（ただし、別紙２－２不動産目録

２記載の順号２の土地を除く。）及び本件任意売却不動産について、

平成１６年６月１５日付けでＡから開発行為の施行に係る同意の申

請を受け、同月２１日、上記の開発行為の施行に同意した（乙２８の

１及び２）。 

（コ） 本件担保不動産（ただし、別紙２－２不動産目録２記載の順号２の

土地を除く。）及び本件任意売却不動産については、平成１６年７月

１６日、上記の開発行為の許可（開発許可）がされた（甲１３）。 

本件任意売却不動産については、同日、Ｋを当事者とする農地転用

許可がされ、平成１８年７月３１日、同月２８日付け売買を原因とし
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てＡからＫに対する所有権移転登記が経由されており（この登記は、

平成１９年９月３日、錯誤を原因として抹消されている。）、また、平

成１９年８月２８日、平成１８年７月１１日の地目変更を原因として

地目を畑から宅地に変更する旨の登記がされ、更に平成２０年３月６

日、平成１８年８月９日の地目変更を原因として地目を公衆用道路に

変更する旨の登記がされている（乙１７の１及び２、同６６）。 

本件担保不動産（ただし、別紙２－２不動産目録２記載の順号２の

土地を除く。）及び本件任意売却不動産については平成１８年７月２

０日、本件担保不動産のその余の部分については平成２０年１０月７

日、それぞれ都市計画法３６条に基づく工事完了の検査がされた（甲

１３）。 

（サ） 東京国税局徴収職員は、平成１７年２月２日、国税徴収法１４２条

１項に基づきＡの居宅内の捜索を行ったが、換価価値のある財産を発

見することはできなかった（乙５９）。 

（シ） Ｄは、平成１７年３月●日、死亡した（前記前提事実（２）カ）。 

（ス） 東京国税局長は、平成１８年９月６日、国税徴収法９５条に基づ

き、本件公売不動産のうち別紙２－３不動産目録３記載の順号１の土

地について、公売期日を同年１２月４日とする公売公告を行ったが、

上記公売期日に入札はなかった（乙６０、弁論の全趣旨）。 

（セ） 本件第三取得者は、平成１８年９月１５日、本件担保不動産のうち

別紙２－２不動産目録２記載の順号５の土地につき、農地転用許可を

条件とする条件付所有権移転仮登記を経由するとともに、本件担保不

動産のうち別紙２－２不動産目録２記載の順号６の土地につき、真正

な登記名義の回復を登記原因として所有権移転登記を経由した（前記

前提事実（２）キ）。 

（ソ） 本件第三取得者は、第三者納付による本件抵当権付記登記の抹消を
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申し出た上、平成１９年１月３０日、７０００万円を納付し、東京国

税局長は、同日、本件抵当権付記登記の抹消登記を経由した（前記前

提事実（２）ク）。 

（タ） 原告は、本件不動産を別紙２－１不動産目録１記載の順号２及び３

の各土地に分筆した上で、平成１９年１月３０日、株式会社Ｈに対し、

同目録記載の順号３の土地（本件分筆不動産）を代金３９００万円で

売却した。なお、原告とＡの子２名は、上記分筆後、同目録記載の順

号２の土地（本件残存不動産）上の建物に居住している。（前記前提

事実（２）ケ） 

（チ） 東京国税局長は、平成１９年３月７日、国税徴収法９５条に基づ

き、上記（ス）の土地について、公売期日を同年６月５日とする公

売公告を行ったところ、上記公売期日に入札があったため、東京国

税局長は、同月１２日、同土地について、国税徴収法１１３条１項

に基づき売却決定をし、売却代金６７０万円を本件滞納国税（滞納

処分費を含む。）に充当した（乙１７の３、同６４、６５）。 

（ツ） Ａは、平成１９年７月３１日.東京国税局長に対し、本件任意売却

不動産差押処分について、本件任意売却不動産を第三者に売り渡すこ

ととなったため、１０００万円を納付することによる差押処分の解除

を申請する旨の差押解除申請書を提出し、同年９月３日、本件任意売

却不動産を本件第三取得者に売り渡し、同日付け売買を原因とする所

有権移転登記を経由した（前記前提事実（２）コ、乙１７の１及び２、

同３３）。 

（テ） Ａは、平成２０年２月７日、本件滞納国税のうち１０００万円を納

付したため、東京国税局長は、同日、本件任意売却不動産差押処分を

解除し、参加差押抹消登記及び差押抹消登記を経由した（前記前提事

実（２）サ）。 
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（ト） 東京国税局長は、平成２０年５月９日、国税徴収法９５条に基づ

き、本件公売不動産のうち別紙２－３不動産目録３記載の順号２、５

及び６の不動産（土地及び各建物）について、公売期日を同年６月３

日とする公売公告を行ったが、上記公売期日に入札はなかった（乙６

７、弁論の全趣旨）。 

（ナ） 東京国税局長は、平成２０年１０月８日、国税徴収法９５条に基づ

き、上記（ト）の不動産について、公売期日を同年１１月４日とする

公売公告を行ったが、上記公売期日に入札はなかった（乙６８、弁論

の全趣旨）。 

（ニ） 東京国税局長は、平成２１年４月８日、国税徴収法９５条に基づ

き、上記（ト）の不動産について、公売期日を同年５月１１日とする

公売公告を行ったところ、上記公売期日に入札があったため、東京国

税局長は、同月１８日、同不動産について、同法１１３条１項に基づ

き売却決定をし、売却代金３５８８万８０００円のうち、６０７万４

６９２円を本件滞納国税（滞納処分費を含む。）に充当した（乙１７

の４ないし６、同６９、７０）。 

（ヌ） 東京国税局徴収職員は、平成２１年１１月１９日、国税徴収法１

４２条１項に基づき、Ａの居宅内の捜索を行ったが、換価価値のある

財産を発見することはできなかった（乙７１）。 

（ネ） 東京国税局徴収職員は、平成２１年１１月１９日、国税徴収法４

７条１項及び６２条に基づき、以下のとおり、Ａ名義のＪ農業協同組

合四街道支所の口座に係る各債権をそれぞれ差し押さえるとともに、

後日、同法６７条に基づき取り立て、本件滞納国税に充当した。 

ａ 普通貯金２口座の払戻請求権等を差し押さえ、同月２４日、同請

求権等５０８万４８８７円を取り立て、本件滞納国税に充当した

（乙７２、７３）。 
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ｂ 定期積金契約に基づく給付金支払請求権等を差し押さえ、同月２

４日、同請求権等４０万０８０３円を取り立て、本件滞納国税に充

当した（乙７４、７５）。 

ｃ 養老生命共済契約（共済契約番号●●及び●●）に基づく解約返

戻金支払請求権等を差し押さえ、平成２６年１２月１０日、同請求

権等６１万６９９４円及び８３万３２４４円を取り立て、本件滞納

国税に充当した（乙７６ないし７９）。 

（ノ） 東京国税局長は、平成２１年１１月２４日、国税徴収法４７条１項

及び７３条に基づき、Ｊ農業協同組合に対するＡの出資持分（１７５

口１７万５０００円）を差し押さえ、平成２２年４月７日、同法７４

条に基づき同出資持分１７万３２６５円の払戻しを受け、本件滞納国

税に充当した（乙８０、８１）。 

（ハ） 東京国税局徴収職員は、平成２２年３月頃から、原告が第二次納

税義務者に当たるか否かについて検討を開始したが、財産分与を受け

た者に対し当該財産分与が国税徴収法３９条の無償譲渡等に当たる

として第二次納付義務の納付告知処分をした事例が過去になかった

ため、担当部門及び関係部門間において、①民法７６８条３項の趣旨

に反して不相当に過大である部分は無償譲渡等に該当するといえる

か否か、②同部分の金額を合理的に算定する方法及び③本件譲渡時の

Ａの所有する財産の評価額の算出の各検討に時間を要し、担当部門に

おいて本件不動産の評価額について再検討を求められることもあっ

た（乙８５）。 

（ヒ） 東京国税局徴収職員は、平成２３年１２月２日、国税徴収法４７条

１項及び６２条に基づき、Ｂ名義のＭ銀行四街道南支店の口座に係る

普通預金の払戻請求権等を差し押さえ、同月６日、同法６７条に基づ

き同請求権等６万０７６９円を取り立て、本件滞納国税に充当した
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（乙８２、８３）。 

（フ）ａ 東京国税局長は、平成２４年２月２日、Ａに対する本件滞納国

税に係る租税債権が別紙３－１租税債権目録１（乙３５）記載のと

おり存在するとして、これを徴収するため、原告に対し、国税徴収

法３９条所定の第二次納税義務者に該当するとして、同法３２条１

項に基づき、納付すべき金額を１億０９７６万２０００円（うち６

４万８１００円は平成２４年６月１２日付け一部取消処分により

取り消され、納付すべき金額は１億０９１１万３９００円となった

（乙３９）。）、納付の期限を同年３月２日とする第二次納税義務の

納付告知処分（本件告知処分）をした（前記前提事実（２）シ）。 

他方、Ａは、本件告知処分の時点において、預貯金、養老生命共

済、未登記建物など合計５０９万０８９６円相当の財産しか有して

いなかった（前記前提事実（２）シ）。 

ｂ 別紙３－１租税債権目録１記載の各滞納国税の法定納期限は、同

目録記載のとおりである（争いのない事実）。 

ｃ 別紙３－１租税債権目録１記載の各滞納国税に対する納付金又

は徴収金は、別紙４－１の「税額異動状況」欄記載のとおり充当さ

れた（乙５７）。 

（２） 本件において、（ア）①原告は、本来の納税義務者であるＡがした本件相

続税修正申告及び本件所得税修正申告（以下「本件各修正申告」という。）

により確定した相続税及び所得税（過少申告加算税及び延滞税を含む。）に

係る納税義務（以下「本件各納税義務」という。）につき、本件各修正申告

には実体的違法事由があるとして、本件告知処分の前提とされた本件各納

税義務は存しない旨を主張し、②被告は、昭和５０年８月２７日最高裁判

決を引用するなどして、本件各修正申告により確定した本件各納税義務の

存否又は数額を原告が本件訴訟において争うことはできない旨主張するが、
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（イ）仮に、本件各納税義務の存否及び数額に関する原告と被告の主張の

差異を前提としても、争点（１）ないし（５）の各検討の結果、本件告知

処分の適法性に係る判断の結論に相違が生ずることがなければ、上記（ア）

の点（本件各修正申告により確定した本件各納税義務の存否又は数額を原

告が本件訴訟において争うことの可否）についての判断を要しないことと

なるので、以下、そのような観点から争点（１）ないし（５）について検

討した上で、上記（ア）の点に係る判断の要否を検討することとする（後

記６（３）参照）。 

２ 争点（１）（本件滞納国税について徴収不足が認められるか否か）について 

（１） 徴収不足の意義について 

国税徴収法３９条は、滞納者である本来の納税義務者が、その国税の法

定納期限の１年前の日以後にその財産について無償譲渡等、債務の免除そ

の他第三者に利益を与える処分を行ったために、本来の納税義務者に対し

て滞納処分を執行してもなお徴収すべき額に不足すると認められるときは、

これらの処分により権利を取得し、又は義務を免れた第三者に対し、これ

らの処分により受けた利益が現に存する限度において、本来の納税義務者

の滞納に係る国税の第二次納税義務を課している。このように、同条に定

める第二次納税義務が、上記のような関係にある第三者に対して本来の納

税義務者からの徴収不足額につき補充的に課される義務であることに照ら

すと、同条にいう「滞納者の国税につき滞納処分をしてもなおその徴収す

べき額に不足すると認められる場合」（徴収不足）とは、第二次納税義務に

係る納付告知処分時の現況において、本来の納税義務者の財産で滞納処分

（交付要求及び参加差押えを含む。以下同じ。）により徴収することのでき

るものの価額が、同人の滞納に係る国税の総額に満たないと客観的に認め

られる場合をいうものと解される（同旨の規定である地方税法１１条の８

における徴収不足の意義につき、最高裁平成●●年（○○）第●●号同２
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７年１１月６日第二小法廷判決・民集６９巻７号１７９６頁参照）。 

（２） 本件において徴収不足が認められるか否かについて 

前記認定事実イ（フ）ａのとおり、Ａは、本件告知処分時の現況におい

て、預貯金、養老生命共済、未登記建物など合計５０９万０８９６円相当

の財産しか有していなかったものである。 

これに対し、本件告知処分時の現況におけるＡの本件滞納国税の総額は、

当事者間に存否の争いがある本件各納税義務に係る滞納国税（本税、加算

税及び延滞税）の額を除いた上、本件相続税修正申告に係る相続税（当事

者間に納税義務の存否の争いがあるもの）に充当された平成１９年１月３

０日付けの納付金７０００万円をその余の滞納国税（存否及び数額に争い

のない部分の本税）の額にそれぞれ充当して延滞税額を計算しても、２億

２１６２万２３８４円に及ぶものである（別紙３－３租税債権目録１－３

参照）。すなわち、上記の総額（存否及び数額に争いのない部分の本税及び

延滞税）のうち、本税及び加算税の額の合計は４１１１万３２８４円（別

紙３－１租税債権目録１－１の各滞納国税の額から同目録の順号３、５、

１０及び１１の各本税、加算税及び延滞税の額を除いた金額）であり、延

滞税は１億８０５０万９１００円（上記の納付金７０００万円のうち５２

９８万６７００円を最も先に納期限が到来した本税である同目録の順号１

の滞納国税の全部に充当し、その余の１７０１万３３００円をその次に納

期限が到来した本税である同目録の順号８の滞納国税の一部に充当して、

別紙４－２のとおり計算した金額）である。 

したがって、本件告知処分時の現況において、Ａの有する財産の価額の

全てを本件滞納国税のうち存否及び数額に争いのない部分の総額に充てた

としても、少なくとも２億１６５３万１４８８円の不足が生じ、本来の納

税義務者であるＡの財産で滞納処分により徴収することのできるものの価

額（合許５０９万０８９６円相当）が、同人の滞納に係る国税の総額に満
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たないと客観的に認められるから、国税徴収法３９条にいう「滞納者の国

税につき滞納処分をしてもなおその徴収すべき額に不足すると認められる

場合」（徴収不足）に当たる状況にあったものというべきである。 

（３） 原告の主張について 

ア 原告は、被告が本訴提起後１年以上経過した平成２７年１月２６日付

け被告準備書面（３）に記載した延滞税額に係る主張（前記第２の４（１）

（被告の主張の要旨）イ（イ）ａ）は、時機に後れて提出された攻撃防

御方法として、又は国税通則法１１６条１項本文を類推適用して却下さ

れるべきものであり、また、処分理由の差し替えであって許されない旨

主張する。 

しかしながら、被告は、平成２６年３月４日付け被告準備書面（１）

別紙租税債権目録において、金額は明示していないものの、既に延滞税の

納付を要する旨を主張しており、原告の主張に係る被告準備書面（３）に

おいて、法令に基づき本件告知処分時の現況において発生している延滞税

の金額を具体的に計算し、本件各納税義務の存否及び数額に関する原告と

被告の主張の差異が徴収不足の要件に係る判断を左右しないことを明ら

かにしたにとどまるから、被告の上記主張が民事訴訟法１５７条１項所定

の時機に後れて提出された攻撃又は防御の方法であるとか、処分理由の差

し替えに当たるといえるものではない。また、国税通則法１１６条１項本

文は、課税処分（更正若しくは同法２５条の規定による決定又は賦課決定

（同法５８条１項１号イ参照）及び納税の告知をいう。以下同じ。）に係

る処分の取消しの訴えにおいては、その訴えを提起した者が必要経費又は

損金の額の存在その他これに類する自己に有利な事実につき課税処分の

基礎とされた事実と異なる旨を主張しようとするときは、相手方当事者で

ある国が当該課税処分の基礎となった事実を主張した日以後遅滞なくそ

の異なる事実を具体的に主張し、併せてその事実を証明すべき証拠の申出
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をしなければならない旨を定め、同法１１６条２項は、上記訴えを提起し

た者が同条１項の規定に違反して行った主張又は証拠の申出は、民事訴訟

法１５７条１項の規定の適用に関しては、同項に規定する時機に後れて提

出した攻撃又は防御の方法とみなす旨を定めているが、国税通則法１１６

条は、課税処分に係る取消訴訟については、課税処分が大量かつ反復して

行われ、事実認定に関する争いが生ずることが多く、課税庁は課税所得の

基礎となった取引については第三者であることから、取引の当事者である

納税者の積極的な立証活動を促すために設けられた規定であって、国税徴

収法３２条１項所定の第二次納税義務の納付告知処分の取消訴訟におけ

る被告の主張について適用されるものではなく、その類推の基礎を欠くも

のであるから、類推適用の余地があるとも解されない。さらに、本件にお

ける被告の上記主張は、争点を限定し、訴訟の完結をむしろ早め得るもの

であって、訴訟の完結を遅延させるものとは認められないから、民事訴訟

法１５７条１項の却下の要件を満たすものとも認められない。したがって、

原告の上記主張はいずれも採用することができない。 

イ 原告は、争点（３）及び（５）に関する原告の主張を前提に、本件担

保不動産から徴収することが可能であった税額１億８９００万円、本件

任意売却不動産から徴収することが可能であった税額１８００万円及び

Ａの平成１２年分の所得税の確定申告に係る税額１１４３万９６００円

は、徴収不足額に含めるべきではない旨主張する。 

しかしながら、上記（１）のとおり、国税徴収法３９条にいう「滞納者

の国税につき滞納処分をしてもなおその徴収すべき額に不足すると認め

られる場合」とは、第二次納税義務の納付告知処分時の現況において、本

来の納税義務者の財産で滞納処分により徴収することのできるものの価

額が、同人の滞納に係る国税の総額に満たないと客観的に認められる場合

をいうものと解されるのであって、仮に原告の上記主張に係る各金額につ
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いて、争点（３）及び（５）の検討の結果、原告が第二次納税義務を負わ

ないものと認められる場合であっても、それは、飽くまで上記各争点に係

る第二次納税義務の発生要件を欠くことによるものであって、Ａの滞納に

係る国税自体が「滞納者の国税につき滞納処分をしてもなおその徴収すべ

き額に不足すると認められる場合」（徴収不足）の要件に該当しなくなる

ものではないから、原告の上記主張は採用することができない。 

３ 争点（２）（本件譲渡が無償譲渡等に当たるか否か）について 

（１） 「著しく低い額」の意義等 

国税徴収法３９条に定める第二次納税義務の制度は、本来の納税義務者

の財産に対して滞納処分を執行してもなお徴収すべき額に不足すると認め

られる場合に、租税徴収の確保を図るため、本来の納税義務者と同一の納

税上の責任を負わせても公平を失しないような特別の関係にある第三者に

対し補充的に納税義務を負担させるものであり（昭和５０年８月２７日最

高裁判決参照）、この趣旨に鑑みると、滞納者の財産につき行われた譲渡の

対価の額が同条にいう著しく低い額と認められるか否かは、当該取引の内

容や性質等に照らして、社会通念上、その対価の額が通常の取引に比べて

著しく低いものであるかどうかによって判断すべきものと解される。 

そして、離婚に伴う財産分与（以下単に「財産分与」ともいう。）も国税

徴収法３９条所定の「譲渡」に当たると解されるところ、財産分与の本旨

は、夫婦が婚姻中に有していた実質上の共同財産を清算分配するとともに、

離婚後における相手方の生活の維持に資することにあるが、分与者の有責

行為によって離婚をやむなくされたことに対する精神的損害を賠償するた

めの給付の要素をも含めて分与することを妨げられないものというべきで

あるところ、財産分与の額及び方法を定めるについては、当事者双方がそ

の協力によって得た財産の額その他一切の事情を考慮すべきものであるこ

とは民法７６８条３項の規定上明らかであり、このことは、裁判上の財産
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分与であると協議上のそれであるとによって、何ら異なる趣旨のものでは

ないと解される（昭和５８年最高裁判決参照）。また、財産分与に関し当事

者の協議等が行われてその内容が具体的に確定され、これに従い金銭の支

払、不動産の譲渡等の分与が完了すれば、当該財産分与の義務は消滅する

が、この分与義務の消滅は、それ自体一つの経済的利益ということができ

るので、財産分与として不動産等の資産を譲渡した場合、分与者は、これ

によって、分与義務の消滅という経済的利益を享受したものというべきで

ある（昭和５０年５月２７日最高裁判決参照）。しかるところ、財産分与が

同項の規定の趣旨に反して不相当に過大である場合には、これを放置する

と、その不相当に過大な部分につき、租税債権が徴収不足となる一方で、

第二次納税義務者が同項の規定の趣旨に反して当該部分を保持して経済的

利益を享受することとなり、納税者間の公平を失することとなるから、当

該財産分与の内容や性質等に照らし、社会通念上、当該財産の分与により

消滅すべき分与義務に係る債務の額（この債務の消滅により得られる経済

的利益が当該分与を受けた財産に対する対価であるとみることができる。）

は通常の取引に比べて著しく低いものであると認めることができるものと

解するのが相当である（本件において、当事者双方は国税徴収法３９条の

「無償譲渡等」該当性を論じているが、Ａが一定額の財産分与の義務を負

うことに争いのない本件の事案の下では、同条の無償譲渡ではなく「著し

く低い額の対価による譲渡」に該当するか否かが実質的な争点であること

は明らかである。）。 

（２） 本件譲渡が不相当に過大な財産分与といえるか否かについて 

本件譲渡は、離婚に伴う財産分与として行われたものであるところ、上

記（１）において説示したところを踏まえ、以下、本件譲渡が民法７６８

条３項の規定の趣旨に反して不相当に過大な財産分与といえるか否かにつ

いて検討する。 
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ア 本件不動産の本件譲渡時の時価について 

（ア） 本件不動産の本件譲渡（財産分与）時の時価について、被告は、別

表２の付表３記載のとおり、１億８８０１万８８８１円であると主張

するのに対し、原告は、財産評価基本通達２４－４所定の広大地補正

率を適用し、８７９５万３０００円とすべきであると主張する。 

（イ） そこで、本件不動産に係る広大地補正率の適用の可否について検討

するに、同通達２４－４において「広大地」とは「その地域における

標準的な宅地の地積に比して著しく規模が広大な宅地で、都市計画法

４条１２項に規定する開発行為を行うとした場合に公共公益的施設

用地の負担が必要と認められるもの」をいうと定められており（乙４

６（６頁））、平成１６年６月４日付け課評２－７ほか２課共同による

改正前の財産評価基本通達においても上記の要件に変更はない（甲１

９（４枚目））ところ、財産評価基本通達は、時価すなわち客観的な

交換価値を評価するための基準を示したものであり、客観的な交換価

値は、それぞれの財産の現況に応じ、不特定多数の当事者間で自由な

取引が行われる場合に通常成立すると認められる価額により求めら

れるものであって、同通達の上記の定めも、上記の意味での時価を評

価する目的にかなうように解するのが相当であるから、土地について

は最有効利用を想定して価格が形成されて取引が行われるのが通常

であることに鑑みれば、同通達２４－４所定の「広大地」の要件であ

る「開発行為を行うとした場合に公共公益的施設用地の負担が必要と

認められるもの」とは、その土地の最有効利用のために都市計画法４

条１２項所定の要件を備えた開発行為を行うことが必要であり、その

開発行為を行うとした場合に公共公益的施設用地の負担が必要と認

められる場合を意味するものと解するのが相当である。 

（ウ） 本件不動産についてこれをみるに、証拠（乙１、４６（２ないし８



 

 67 

頁、資料２ないし６、９））によれば、本件不動産は、その登記上の

地積が１４５１．２３平方メートル、実測面積が１６５８．９２平方

メートルであり、本件不動産周辺の地価公示における標準地である宅

地の面積は１８８平方メートル及び１７２平方メートルであるから、

本件不動産は、その地域における標準的な宅地の地積に比して著しく

規模が広大な宅地であると認められるところ、本件不動産は、第一種

低層住居専用地域に所在し、本件不動産の周辺地域も多くの土地が戸

建住宅の敷地等として利用されているものと認められるから、本件不

動産は、戸建住宅の敷地等として最有効利用をすることができるもの

と認めるのが相当である。 

そして、証拠（乙４６（２ないし８頁、資料３ないし６））によれ

ば、本件不動産の概要は別図１のとおり（ただし、平成１９年１月９

日付け分筆後のもの）であり、本件不動産の北西側に接する道路との

接道距離が３１．７３６メートル、奥行距離が５２．５メートルで、

本件不動産の東側に接する道路との接道距離が４３．５６９メートル、

奥行距離が５２メートルであるといった本件不動産の形状や接道状

況等からすれば、戸建住宅の分譲用地として別図２のような路地状開

発が可能であると認められるところ、この路地状開発による場合には、

道路等を新設する必要はなく、単なる分合筆のみを内容とするいわゆ

る権利区画の変更のみで開発をすることが可能であるから、都市計画

法４条１２項にいう区画の変更には該当しない。また、本件不動産は、

本件譲渡当時、既に未登記建物が建築され、宅地として利用されてお

り（前記認定事実（１）ア（ア）参照）、証拠（乙４６（２、３頁））

によれば、おおむね平坦な土地であることが認められるから、上記路

地状開発に当たり、切土又は盛土等の造成工事が必要であるとは認め

られず、従来の敷地の境界の変更に当たり、既存の建物の除却や塀、
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垣、柵等の除却又は設置が必要となるにとどまり、公共施設の整備が

必要であるとも認められないから、都市計画法４条１２項にいう形質

の変更にも該当しない。そうすると、本件不動産の上記路地状開発は、

都市計画法４条１２項所定の要件を備えた開発行為に該当せず、また、

「公共公益的施設用地の負担」も必要がないものと認めるのが相当で

ある。 

さらに、証拠（乙４６（３、８頁、資料４））によれば、本件不動

産は、第１種低層住居専用地域にあり、建築基準法上の建ペい率が５

０パーセント、容積率が１００パーセントに制限されていると認めら

れるところ、上記路地状開発を行った場合は、建築基準法上の建ペい

率及び容積率の算定に当たり、路地状部分の面積も敷地面積に含まれ

ることになり、開発行為により道路を新設する場合に比ベて、より広

い建築面積及び延べ床面積の建物等を建築することができる。他方で、

開発行為をする場合には、原則として都市計画法２９条１項に従って

開発許可を受けるための手続が必要であり、●●市開発行為等指導要

綱（乙４６（資料１０））による負担や制約がある上、道路の新設に

よるいわゆる潰れ地の発生に伴い、開発業者の利益が減少することに

なる。これらのことからすれば、本件不動産については、開発行為を

行うよりも、路地状開発を行う方が、より経済的に合理的な利用とな

るものと認めるのが相当である。 

したがって、本件不動産は、最有効利用のために開発行為を行うこ

とを要しないから、財産評価基本通達２４－４所定の広大地に当たら

ず、広大地補正率の適用はなく、これを類推すべき基礎も欠くといえ

るから、広大地補正率に関する原告の上記主張は採用することができ

ない。 

（エ） そして、被告の主張する別表２の付表３の記載に係るその余の本件
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不動産の評価方法が不合理であることを示す事情は見当たらないか

ら、東京国税局長が本件不動産の本件譲渡時の時価を１億８８０１万

８８８１円であると評価したことは相当であるということができる。 

（オ） 原告の主張について 

ａ 原告は、東京国税局長は、審査請求における答弁書（甲２）別表

３において、本件不動産が広大地に当たることを認めていたにもか

かわらず、被告は、平成２６年３月４日付け準備書面（１）別表３

の付表３の（注）において処分理由を差し替え、本件不動産は広大

地に当たらないと主張しており、このような処分理由の差し替えが

許されるならば、不服申立前置の意義は失われ、国税通則法１１５

条の趣旨に反するから、被告の上記主張は許されるべきではない旨

主張する。 

しかしながら、第二次納税義務の納付告知処分の取消訴訟におい

て、その審理の範囲は、同処分によって確定された税額が総額にお 

いて処分時に客観的に存在した税額を上回っているか否かを判断

するために必要な事項の全般に及ぶから、上記訴訟の被告は、同処

分の正当性を維持する理由として、同処分及びこれに対する不服申

立てに係る決定又は裁決において考慮されなかった事実（財産の評

価方法を含む。）を上記訴訟において新たに主張することが許され

るものと解するのが相当である（最高裁昭和●●年（○○）第●●

号同４２年９月１２日第三小法廷判決・裁判集民事８８号３８７頁、

最高裁昭和●●年（○○）第●●号同４９年４月１８日第一小法廷

判決・訟務月報２０巻１１号１７５頁、最高裁昭和●●年（○○）

第●●号同５０年６月１２日第一小法廷判決・訟務月報２１巻７号

１５４７頁参照）。 

したがって、本件訴訟において、被告は、東京国税局長が審査請
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求の審査において主張していなかった本件不動産の評価方法を主

張することが許されるものというべきであり、所論の不服申立前置

（国税通則法１１５条）の趣旨を勘案しても、このことが左右され

るものではなく（なお、国税不服審判所の裁決書（甲１７（３９頁

の別表５の付表３の注））には、本件不動産が広大地に当たらない

旨の説示が記載されており、被告は本件訴訟に至って初めて上記の

点について新たな主張をしたものではない。）、原告の上記主張は採

用することができない。 

ｂ 原告は、平成１９年１月３０日に本件分筆不動産を売却した際、

１平方メートル当たりの単価を約５万２６４９円として売却して

おり、この価格は第三者の取引で成立した客観的な時価であるとこ

ろ、この単価を本件不動産の全体の面積に乗ずると８７３４万０４

７９円となるものであって、被告の主張によると、本件不動産の価

額は、本件譲渡時（平成１２年５月）に１億８８０１万８８８１円

であったものが、平成１９年１月までの６年８か月の間に約５３．

５パーセントも下落したことになるが、平成１２年の本件不動産の

正面路線価が１平方メートル当たり１１万５０００円である（乙４

６（３頁、資料７））のに対し、本件不動産の一部を売却した平成

１９年の本件不動産の正面路線価は１平方メートル当たり７万６

０００円である（甲２４）こと（下落率約３３．９パーセント）に

照らせば、被告の主張は誤りである旨主張する。 

しかしながら、原告が平成１９年１月３０日に本件分筆不動産を

売却した際の１平方メートル当たりの単価約５万２６４９円とい

う価格については、平成１９年の本件不動産の正面路線価（１平方

メートル当たり７万６０００円）よりも約３０パーセントも低額と

なっており、かつ、裏面路線価（１平方メートル５万４０００円）
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よりも低額となっており（甲２４）、路線価自体が前年１月１日時

点の地価公示価格（自由な取引が行われるとした場合におけるその

取引において通常成立すると認められる価格。地価公示法２条２項

参照）の８０パーセント程度を目途に定められるものとされている

こと（平成４年度税制改正の要綱（平成４年１月１０日付け閣議決

定）参照）や、本件分筆不動産の形状が不整形であることを併せ考

えると、本件不動産につき不特定多数の当事者間で自由な取引が行

われた場合に通常成立する価格であって平成１９年１月３０日時

点の客観的交換価値を的確に表したものに当たるとは認められな

い上、本件譲渡がされた平成１２年５月とは評価の時点が大きく異

なっている。また、証拠（乙１９（６枚目））によれば、平成１２

年度の本件不動産の固定資産評価額は、１億３９３４万７６６６円

であると認められるところ、土地の固定資産税評価額は、基準年度

の前年１月１日の地価公示価格及び不動産鑑定士等の鑑定評価額

の７割を目途として評価することとされている（平成１２年度固定

資産評価基準第１章第１２節参照）から、本件不動産の平成１１年

（地方税法３４１条６号により定まる基準年度である平成１２年

度の前年）１月１日における地価公示価格及び不動産鑑定士等の鑑

定評価額は、上記固定資産評価額を０．７で割り戻した約１億９９

０６万８０９４円となるものといえ、本件譲渡の約１年４か月前の

時点の評価ではあるものの、少なくとも原告の主張する本件不動産

の価額とは大きくかい離するものといえる。したがって、平成１９

年の本件分筆不動産の売買価格は、本件譲渡時における本件不動産

の時価の算定の基礎となり得るような通常の取引価格に当たると

いうことはできず、原告の上記主張は採用することができない。 

ｃ 原告は、都市計画法４条１２項は、開発行為の定義を定め、同法
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２９条１項１号は、県知事等による許可を必要とする開発行為の規

模の定めを政令に委任し、同法施行令１９条１項は、市街化区域に

おいて一定面積未満の規模の開発行為については開発許可を要し

ないと定めており、路地状開発を行えば開発許可を要しない開発行

為に該当するという定め方をしておらず、いわゆるエンドユーザー

に分譲するため本件不動産を細分化することは開発行為に該当す

るから、開発許可を要する旨主張するが、上記（ウ）においてみた

とおり、本件不動産について最有効利用をするには、都市計画法４

条１２項に規定する区画形質の変更を要しない別図２のような路

地状開発を行えば足り、同号に規定する開発行為をするには及ばな

いのであるから、開発許可を要しないものというべきであり、原告

の上記主張は採用することができない。 

イ 財産分与として相当な額について 

（ア） 清算的財産分与について  

ａ 清算的財産分与の対象となるのは、原則として夫婦が婚姻中に有

していた実質上の共同財産（共同形成財産）にとどまるところ、そ

のうち預貯金等の金額が別表３の番号１ないし１８のとおりであ

り（合計１２３７万８６４３円）、そのうち同別表の番号４ないし

８の預金（３８８万８７３４円）は原告名義であることは、当事者

間に争いがない。また、本件任意売却不動産が共同形成財産である

ことについても当事者間に争いはなく、その評価額は、別表３の付

表の記載に係る被告の算定方法が不合理であることを示す証拠は

見当たらないから、同付表のとおり９６３万７７４２円であると認

められる（なお、後記ｃ参照）。 

したがって、原告及びＡの共同形成財産の合計額は、２２０１万

６３８５円であると認められる。 
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ｂ そして、一般に、夫婦が婚姻中に有していた実質上の共同財産の

形成における夫婦の寄与度は平等とされるのが通例であり、前記認

定事実ア（ア）ないし（エ）、（シ）及び（ツ）のとおり、Ａと原告

の婚姻生活の期間が２９年余にわたり、原告が二人の子を養育し、

長年にわたりＡの両親の看護や介護を行うなどし、その間、Ｉ家の

家業の農業やパートタイムの仕事などをして家計を支えていた一

方、Ａが定職に就かず両親の介護をしたり子の面倒をみたりするこ

ともなかったなどの事情に照らしても、原告は婚姻から離婚までの

長年にわたりＡの父Ｂ（同人の死亡後はＡ）が所有する土地及び建

物に無償で居住していたこと等も踏まえると、本件離婚については、

原告につき、６割を下らない寄与を認めるのが相当であるといえる

一方で、多くとも７割を超える寄与を認めるには至らないといわざ

るを得ない。 

そうすると、Ａの原告に対する財産分与のうち、清算的財産分与

として相当な額は、以下の算式により、多くとも１１５２万２７３

５円を超えるものではないというべきである（なお、寄与の割合を

６割として以下の算式により計算すると、９３２万１０９７円とな

る。）。 

（２２０１万６３８５円×０．７）－３８８万８７３４円＝１１

５２万２７３５円 

ｃ 以上に対し、原告は、本件任意売却不動産や本件担保不動産等を

一体的に評価する鑑定評価書（甲１５）を根拠に、本件任意売却不

動産の評価額は、２８００万円であると主張する。 

しかしながら、証拠（甲１７（１５ないし１７頁、４８頁））に

よれば、上記各不動産は、平成１２年５月の本件譲渡時において、

道路に接していたとは認められないため、開発許可を受ける条件を
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備えておらず（前記認定事実イ（コ）のとおり、上記各不動産の一

部について開発許可がされたのは平成１６年７月である。）、上記鑑

定評価書は、当時第三者が所有する北東側隣接地から道路用地の提

供を受けていたか否かを検討することなく、上記各不動産を一体と

して利用できる前提で鑑定評価をしている点や、本件担保不動産及

び本件任意売却不動産以外の第三者の所有する千葉県の土地をも

一体的に評価している点（甲１５（土地明細表）参照）で、合理性

を認め難いものといわざるを得ないから、上記鑑定評価書に基づく

原告の上記主張は採用することができない。 

ｄ また、原告は、特有財産であっても、相手方が特有財産の維持又

は増加に貢献した場合は、その特有財産も清算的財産分与の対象と

なるところ、Ａと原告の婚姻生活の期間が２９年余にわたり、原告

が二人の子供を養育し、Ａの両親の看護や介護を行うなどし、その

間、家業の農業やパートタイマーの仕事によりＩ家の財産（Ｂ及び

Ａの財産を含む。）の維持ないし増加に努めてきたことから、Ａの

特有財産を清算的財産分与の対象に含めるべきであると主張する。 

しかしながら、清算的財産分与は、夫婦が婚姻中に有していた実

質上の共同財産を清算分配するものであって、夫婦の一方の特有財

産については原則として清算的財産分与の対象となるものではな

く、他方の配偶者がその維持に積極的かつ具体的に寄与してその散

逸を防止したなどの特段の事情がある場合に限り、清算的財産分与

の対象に含め得るものと解される。しかるに、原告の主張する上記

各事情は、自らの稼働や介護等により家計を支えたというもので、

共同形成財産に対する寄与としては考慮の対象となり得るもので

あるが、Ａ所有の不動産等の特有財産の維持への貢献は抽象的かつ

間接的なものにとどまり、その維持に積極的かつ具体的に寄与した
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と認めるに足りるものとはいえないから、本件においてＡの特有財

産を清算的財産分与の対象に含め得る特段の事情があるというこ

とはできず、原告の上記主張は採用することができない。 

（イ） 扶養的財産分与について 

原告は、本件離婚時において５３歳であり、前記認定事実ア（イ）

のとおり、昭和５０年又は昭和５１年頃から平成１２年５月２６日の

本件離婚時に至るまで一時期を除きパートタイムの仕事により月約

１０万円の収入を得ていたものであって、原告名義の別表３の番号４

ないし８の預金（３８８万８７３４円）を有しており、また、上記（ア）

ｂのとおり、９３２万１０９７円ないし１１５２万２７３５円相当の

清算的財産分与を受けることができるものである。そして、原告とＡ

との間の子２名は、既に本件離婚時に成年に達し、その後も本件不動

産上の建物においてＡと同居をしていたものである。このように、原

告がＡとの離婚後も相当期間稼働して安定的に一定の収入を得る見

込みがあり、一定の資産を有し、相当額の清算的財産分与が見込まれ、

原告において養育すべき未成年の子はいないなど本件の諸事情に鑑

みれば、本件離婚時に５３歳で新たな正規雇用の就職が困難と見込ま

れることを勘案しても、原告の離婚後の生活の維持を旨とする扶養的

清算分与については、家庭裁判所の実務の通例を参酌し、千葉県●●

市における生活保護の支給基準に照らした最低生活費（証拠（甲１７

（１３、１８頁））によれば、月額１２万円を超えるものではないと

認められる。）を基礎として、一般に離婚後に自ら生計を立てて自活

するまでの相当期間とされる３年分（乙８６参照）を超える額を認め

るには至らないものといわざるを得ない。 

したがって、Ａの原告に対する財産分与のうち、扶養的財産分与と

して相当な額は、上記最低生活費１２万円の３年分の合計額４３２万
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円を超えるものではないというべきである。 

（ウ） 慰謝料的財産分与について 

前記認定事実ア（シ）のとおり、原告は、Ａが家庭を顧みず、ほと

んど仕事や両親の世話をしないで頻繁に飲酒のため外出するなどし

ていたことを理由に離婚の意思を固めたものであるところ、仮に、原

告の主張のとおり、Ａが不貞行為にも及んでおり、Ａが原告との２９

年に及ぶ婚姻生活を離婚に至らしめたことにつき有責性を有してい

たと認められるとしても、強度の継続的な暴力や虐待等の極めて悪質

性の高い有責行為の存在はうかがわれないことなど本件における一

切の事情に鑑みれば、Ａの原告に対する財産分与のうち、慰謝料的財

産分与として相当な額は、１０００万円を超えるものではないといわ

ざるを得ない。 

（エ） 小括 

以上のとおり、Ａの原告に対する財産分与のうち、清算的財産分与

として相当な額は多くとも１１５２万２７３５円を超えるものでは

なく、扶養的財産分与として相当な額は４３２万円、慰謝料財産分与

として相当な額は１０００万円をそれぞれ超えるものではないとい

えるところ、これらの合計額が多くとも２５８４万２７３５円を超え

るものではないことに照らせば、本件離婚に伴いＡが原告に対して少

なくとも３０００万円を超えて財産分与をすることは民法７６８条

３項の趣旨に反して不相当に過大なものとの評価を免れないものと

いわざるを得ない。 

ウ その余の原告の主張について 

（ア） 原告は、昭和５０年５月２７日最高裁判決によれば、財産分与とし

ての不動産等の資産の譲渡は、財産分与義務の消滅という経済的利益

を対価とする有償譲渡であり、Ａの平成１２年分の所得税の確定申告
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において、財産分与である本件譲渡について、所得税基本通達３３－

１の４、３８－６の時価による譲渡として譲渡所得が生じたものとし

て申告され（本件不動産の譲渡に係る譲渡収入金額を８７９５万３０

００円と算定している（乙２５、２６）。）、これが成田税務署長によ

り是認されているから、本件譲渡は「無償又は著しく低い額の対価に

よる譲渡」には該当しない旨主張する。 

しかしながら、納税申告は、納税者が所轄税務署長に納税申告書を

提出することによって完了する行為であり（国税通則法１７条ないし

２２条参照）、税務署長による申告書の受理及び申告税額の収納は、

当該申告書の申告内容を是認することを何ら意味するものではない

（同法２４条参照）と解される（最高裁昭和●●年（○○）第●●号

同６２年１０月３０日第三小法廷判決・裁判集民事１５２号９３頁参

照）から、原告の上記主張はその前提を欠き、採用することができな

い（なお、Ａの平成１２年分の所得税の確定申告による納税義務は、

本件告知処分時において既に更正の請求又は更正決定をすることの

できる期間を徒過しており（平成２７年法律第９号による改正前の国

税通則法２３条１項、７０条）、更正をすることができないものであ

って、仮にＡに対し上記納税義務を課すことと原告に対し本件告知処

分をすることが必ずしも整合しないとみる余地があるとしても、その

ことをもって、本件告知処分において本件譲渡が無償譲渡等に当たる

と判断することが許されなくなるものではない。また、原告は、Ａの

平成１２年分の所得税の確定申告による納税義務について、その徴収

不足が無償譲渡等に基因するものか否か等については争っているも

のの、上記納税義務の存否又は数額については争っていない。）。 

（イ） 原告は、財産分与として移転した本件不動産の価額と、原告がＡ

に対して有するあるべき財産分与相当額（清算的要素、扶養的要素
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及び慰謝料的要素の額を合算して算出する額）等を比較して不相当

に過大な財産分与であるか否かを判断するのは、財産分与として譲

渡された財産の額が平均的な金額と比較して高いからといって、一

概に財産分与として不相当に高額であるとはいえない旨を判示した

平成１０年最高裁判決の第１審判決（平成１０年最高裁判決により

是認されている。）の算定方法と異なるものであり、家庭裁判所の調

停実務において、被告の主張するような個別に財産分与額を算定し

てこれを合算することは行われておらず、そのような算定方法は実

務に反するものである旨主張する。 

しかしながら、上記主張に係る平成１０年最高裁判決は、当該事案

における財産分与を原因としてされた不動産の譲渡が贈与ではなく

譲渡所得税の課税対象となる有償の資産の譲渡に当たるとした原審

の認定判断が、原判決（東京高裁平成９年７月９日判決・税務訟務資

料２２８号２６頁。第１審判決である横浜地裁平成８年１１月２５日

判決・税務訟務資料２２１号４７５頁の理由説示を全て引用してい

る。）の挙示する証拠関係に照らし、正当として是認することができ

る旨の事例判断を示したものにとどまり、その範囲を超えて第１審判

決及び控訴審判決の理由説示中の原告の上記主張に係る部分まで判

旨に含むものではなく、本件における前記イの判断につき同最高裁判

決との抵触の問題を生ずる余地のないことは明らかである。また、前

記（１）において説示したとおり、財産分与が民法７６８条３項の規

定の趣旨に反して不相当に過大である揚合には、これを放置すると、

その不相当に過大な部分につき、租税債権が徴収不足となる一方で、

第二次納税義務者が同項の規定の趣旨に反して当該部分を保持して

経済的利益を享受することとなり、納税者間の公平を失することとな

るから、財産分与に係る債務を負う者が租税債務を滞納している場合
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においては、離婚当事者間の合意（家庭裁判所における調停の合意を

含む。）によって財産の分与として相当な範囲を超えて租税債務の負

担を免れることができるものではない。そして、昭和５８年最高裁判

決が説示するように、財産分与の本旨は、夫婦が婚姻中に有していた

実質上の共同財産を清算分配するとともに（清算的要素）、離婚後に

おける相手方の生活の維持に資することにある（扶養的要素）ところ、

分与者の有責行為によって離婚をやむなくされたことに対する精神

的損害を賠償するための給付の要素（慰謝料的要素）をも含めて分与

することを妨げられないものであるから、前記イにおいてみたように、

上記各要素ごとに財産分与として相当な額を算定してこれらを合算

し、その額を踏まえて財産分与として相当な額を算出することは、民

法７６８条３項に基づき家庭裁判所が家事審判等において財産分与

の額及び方法を定める場合の一切の事情の考慮の在り方として合理

的な算定方法であるということができ、このことは、当事者間の合意

の形成を旨とする家事調停における算定の取扱い例のいかんによっ

て左右されるものとはいえない。したがって、原告の上記各主張はい

ずれも採用することができない。 

エ 本件譲渡が著しく低額の譲渡に当たるか否かについて 

前記イ（エ）のとおり、本件離婚に伴いＡが原告に対して少なくとも３

０００万円を超えて財産分与をすることは民法７６８条３項の趣旨に反

して不相当に過大なものとの評価を免れないものといえるところ、本件譲

渡によりＡから原告に対し財産分与として上記金額の６倍を超える１億

８８０１万８８８１円相当の本件不動産が譲渡されているから、本件譲渡

のうち少なくとも３０００万円を超える１億５８０１万８８８１円相当

の部分は、民法７６８条３項の規定の趣旨に反して不相当に過大な財産分

与との評価を免れず、本件譲渡は国税徴収法３９条の「著しく低い額の対
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価による譲渡」に当たるものというべきである。 

４ 争点（３）（徴収不足が本件譲渡に基因するか否か）について 

（１） 国税徴収法３９条に定める第二次納税義務の要件につき、本来の納税義

務者の徴収不足が無償譲渡等（本件では著しく低額の譲渡）に基因するか

否かについては、当該譲渡がなかったならば、当該譲渡に係る財産が滞納

者に属し、滞納処分の執行の対象となり得たことにより、その価額の限度

で徴収不足（第二次納税義務の納付告知処分時の現況により定まる不足額）

が生じなかったものと認められる場合には、その価額分の徴収不足は当該

譲渡に基因するものと認めるのが相当である。 

本件においては、前記認定事実ア（ク）のとおり、平成１２年５月２３

日の本件譲渡時において既に本件不動産について物納申請がされていたも

のであるところ、本件譲渡（ただし、不相当に過大な３０００万円を超え

る１億５８０１万８８８１円相当の部分）がなかったならば、本件不動産

（同額に相当する部分。以下、本争点について同じ。）は、Ａが所有権を引

き続き有することとなり、本件不動産につき物納許可又は滞納処分をする

ことができたから、平成２４年２月２日の本件告知処分の時点において、

前記２（２）の少なくとも２億１６５３万１４８８円の不足額のうち１億

５８０１万８８８１円の限度で徴収不足を生じなかったものといえる。し

たがって、上記額（１億５８０１万８８８１円）に係る徴収不足は、本件

譲渡に基因するものと認めるのが相当である。 

（２）ア 原告は、東京国税局長が適切に権限を行使していれば、本件担保不動

産から１億８９００万円、本件任意売却不動産から１８００万円を徴収す

ることが可能であったものであり、被告が適切な徴収手続を怠った結果徴

収不足が生じたのであるから、本件においては、徴収不足が無償譲渡等に

基因するとはいえない旨主張する。 

しかしながら、上記（１）のとおり、国税徴収法３９条所定の要件に照



 

 81 

らせば、当該譲渡がなかったならば、当該譲渡に係る財産が滞納者に属し、

滞納処分の執行の対象となり得たことにより、その価額の限度で徴収不足

（第二次納税義務の納付告知処分時の現況により定まる不足額）が生じな

かったものと認められる場合には、その価額分の徴収不足は当該譲渡に基

因するものと認めるのが相当であるから、本来の納税義務者の当該譲渡に

係る財産以外の財産から更に徴収することの可否によって、上記の判断が

左右されるものではない。したがって、原告の上記主張は採用することが

できない（なお、原告の上記主張に係る点は、争点（５）（本件告知処分

が信義則違反又は徴収権の濫用に当たるか否か）において検討する。）。 

イ 原告は、国税徴収法３９条は、無償譲渡等の前に滞納税額が発生して

いることを前提とし、無償譲渡等に係る滞納税額をもって第二次納税義

務を課することは予定していない上、第二次納税義務の制度は、納税者

の処分が詐害行為となるような場合に、その受益者に対して直接第二次

納税義務を負わせ、実質的には詐害行為の取消しをした場合と同様の効

果を得ようとするものであるところ、詐害行為取消権の行使に当たって

は、債権者の被保全債権が詐害行為前に成立していることを要すると解

されているから、Ａの平成１２年分の所得税の確定申告に係る税額１１

４３万９６００円（乙２５）は、その徴収不足が無償譲渡等に基因する

ものとはいえない旨主張する。 

しかしながら、国税徴収法３９条に定める第二次納税義務の制度は、民

法４２４条を準用する国税通則法４２条とは別に、国税の滞納者の財産を

散逸させる譲渡行為の取消しの訴求という訴訟手続を経ることなく租税

徴収の確保を図るための制度として、民法４２４条とは異なる要件を独自

に明文で定めたものであるから、国税徴収法３９条所定の要件については、

その文言及び趣旨に従って独自に解釈すべきものであって、殊更に詐害行

為取消権の要件に即して限定的に解釈すべき理由はないというべきであ
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る（詐害の意思のあることを要しないことにつき、最高裁平成●●年（○

○）第●●号同２１年１２月１０日第一小法廷判決・民集６３巻１０号２

５１６頁参照）。そして、国税徴収法３９条は、同条に定める第二次納税

義務の成立要件として、無償譲渡等が徴収不足に係る滞納国税の法定納期

限の１年前の日以後にされたものであることを要するものとし、第二次納

税義務の対象となる租税債権を無償譲渡等の１年後の日以前に法定納期

限の到来するものに限っているものの、これに加えて更に当該租税債権が

当該無償譲渡等の前に成立していることを要するとの限定は設けていな

い。したがって、原告の上記主張は採用することができない。 

５ 争点（４）（原告が本件譲渡の時にＡの「特殊関係者」であったか否か）につ

いて 

（１）ア 国税徴収法３９条は、無償譲渡等により権利を取得し、又は義務を免

れた者がその処分の時にその滞納者の親族その他の特殊関係者であると

きは、当該譲渡により受けた利益の限度において第二次納税義務を負うこ

ととし、それ以外の者については当該譲渡により受けた利益が現に存する

限度（現存利益）において第二次納税義務を負うこととしているところ、

同条の規定は、無償譲渡等に係る「処分の時」における譲渡の当事者の関

係に着目し、国税徴収法施行令１３条１項に列記されているような類型的

に滞納者との人的関係の一体性又は親近性の特に強い者との間で無償譲

渡等に係る「処分」がされた場合には、現存利益にとどめることなく、当

該処分により受けた利益の全額について第二次納税義務を課すこととし

たものと解されるから、国税徴収法３９条に規定する「特殊関係者」に該

当するか否かの判定は、当該譲渡に係る「処分の時」、すなわち当該譲渡

の対象とされた財産の移転の原因行為の成立時における上記の関係の有

無によって判断すべきものと解するのが相当である。 

イ そして、著しく低額の譲渡の対象とされた財産の移転の原因行為が財
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産分与である場合におけるその成立時の認定に当たっては、財産分与が

当事者間の離婚に伴って人的関係の一体性又は親近性の喪失を前提に共

同形成財産の清算や将来の扶養ないし非有責者の慰謝を目的として行わ

れる性質を有し、当事者間ではむしろ利害関係が対立して争訟性も帯び

る状況にある上、当事者間の協議に基づく財産分与による財産の移転の

法的効果は離婚の成立によって初めて発生して実体的権利義務として存

在するに至り、分与者の分与義務の消滅による経済的利益の発現に至る

もので、離婚の成立前の当事者間の協議は単にその内容を具体的に確定

するものにすぎないこと（昭和５０年５月２７日最高裁判決参照）を踏

まえ、個々の事案の事実関係に即して個別具体的に検討すべきものであ

り、訴訟上の和解又は調停等において離婚と財産分与の協議が一体とし

て成立した場合や、財産分与協議書等の合意書面が作成されておらず諸

般の事情から離婚の届出と時期を同じくして財産分与の確定的な協議の

成立に至ったと認められる場合など、当該事案の具体的な事実関係の下

における諸事情及び上記の諸点に照らし、離婚の成立時において財産分

与についても併せて確定的な協議が成立したものと認められる場合には、

当該離婚の成立時をもって当該譲渡に係る「処分の時」と認めるのが相

当である。 

（２） これを本件についてみるに、前記認定事実ア（シ）、（チ）ないし（ツ）

のとおり、原告は、平成１１年５月ないし１１月頃、Ａに対し、同人が家

庭を顧みず、ほとんど仕事や両親の世話をしないで頻繁に飲酒のため外出

し、不貞行為をしていたとみられることなどを理由に離婚の意思を固めて

これを告げたところ、Ａは当初これに応じなかったが、その後しばらくし

て渋々これに応じ、原告とＡは、平成１２年５月下旬頃、協議上の離婚を

する意思で離婚の届書を作成するとともに、離婚の届出と引換えに本件不

動産の名義をＡから原告に移すため、本件離婚の届出（同月２６日）の３
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日前である同月２３日付けで、司法書士に対し本件不動産について財産分

与を原因とする登記名義の移転を内容とする本件登記申請を委任する旨の

委任状を作成し、当該司法書士は、本件離婚の届出の４日後の同月３０日、

原告及びＡを代理して本件登記申請をし、同日、本件所有権移転登記が経

由されたものである。 

このように、本件においては、既に原告とＡが協議上の離婚をする意思

で離婚の届書を作成し、その届出を間近に控え、夫婦関係が完全に破綻し

て人的関係の一体性又は親近性を喪失し、財産の分配等をめぐり利害関係

が対立する状況にある中で、離婚の届出と引換えに本件所有権移転登記の

経由が確保されるように、離婚の届出に先立ち、離婚の届書と本件登記申

請の委任状の作成がされ、本件登記申請と引換えに離婚の届出がされたも

のということができ、また、証拠（甲２２、乙１９）及び弁論の全趣旨に

よれば、本件登記申請に際して本件譲渡に係る登記原因証書（旧不動産登

記法（平成１６年法律第１２３号による廃止前の明治３２年法律第２４号。

以下同じ。）３５条１項２号）は提出されず、申請書の副本（同法４０条）

のみが提出され、財産分与協議書等の合意書面は作成されなかったものと

認められるので、登記上の財産分与の日付が上記委任状の作成日とされて

いる（乙１）のも、便宜上、同委任状（乙１８）の日付に合わせたものに

とどまるとみられるところであり（財産分与に基づく所有権移転登記の申

請に際して、現行の不動産登記法の下では、登記原因証明情報の提供が必

須のものとされる（同法６１条）ので、確定的な協議の成立を内容とする

財産分与協議書等の登記原因証明情報の作成を経ないで登記の申請の手続

を行うことはできないのに対し、旧不動産登記法の下では、上記のとおり

申請書の副本のみを提出することで足りることとされていたため、そのよ

うな協議書等の作成を要するものではなく、実際に離婚の届出に至る前に

Ａが翻意して司法書士に対する登記の申請の委任を解除（民法６５１条１
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項参照）した場合には、もはや財産分与に基づく所有権移転登記をするこ

とができなくなる状況にあったものといえる。）、本件登記申請の委任状の

作成日付のみをもって、平成１２年５月２３日の時点で離婚に伴う財産分

与の確定的な協議の成立にまで至っていたとは直ちに認め難いものという

べきである。このことを踏まえ、上記の一連の事実関係の下における諸事

情及び証拠関係等に照らせば、本件においては、財産分与協議書等の合意

書面が作成されておらず諸般の事情から離婚の届出と時期を同じくして財

産分与の確定的な協議の成立に至ったものと認めるのが相当である（なお、

現行の不動産登記法の下では、確定的な協議の成立を内容とする財産分与

協議書等の登記原因証明情報が作成されるため、本件のような事態が生ず

ることは想定されない。）。 

以上のような本件の事実関係の下においては、上記の諸事情及び前示の

諸点に照らし、本件離婚の成立時において本件譲渡に係る財産分与につい

ても併せて確定的な成立に至ったものと認められるというべきであり、し

たがって、本件離婚の成立時をもって本件譲渡に係る「処分の時」と認め

るのが相当である。 

そうすると、本件譲渡に係る「処分の時」である本件離婚の成立時にお

いて、原告は、Ａの配偶者その他の親族ではなく、国税徴収法施行令１３

条１項各号に掲げる者（前記関係法令の定め（１）イ参照）のいずれにも

当たらないから、国税徴収法３９条に規定する「特殊関係者」に該当する

ものではなく、本件譲渡については、同条にいう「その処分の時にその滞

納者の親族その他の特殊関係者であるとき」に該当しないものというべき

であり、原告がＡの滞納国税につき第二次納税義務を負う範囲は、同条に

いう「処分により受けた利益が現に存する限度」、すなわち現存利益の範囲

に限られるものと解するのが相当である。 

（３）ア この点につき、被告は、国税徴収法３９条の「親族その他の特殊関係 
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者」の判断基準時は、無償譲渡等を行う意思決定が外部に表明された時点

の現況によるべきであり、権利を取得し又は義務を免れた時に特殊関係者

に当たらなくても、無償譲渡等の基因となった契約が成立した時に特殊関

係者に当たる場合には「親族その他の特殊関係者」と判定すべきであると

ころ、財産分与としての不動産の所有権移転が離婚の成立前に行われた場

合には、財産分与を受けた相手方は、滞納者の配偶者として「親族その他

の特殊関係者」に当たるとした上で、本件では平成１２年５月２６日の離

婚成立日より前の遅くとも同月２３日に財産分与契約としての本件譲渡

の合意が成立しており、同日の時点では原告はＡの配偶者であるから「親

族その他の特殊関係者」に当たる旨主張する。 

しかしながら、前記（２）のとおり、前示の本件の事実関係の下におい

ては、離婚の届出に先立ち、離婚の届書と本件登記申請の委任状の作成が

され、本件登記申請と引換えに離婚の届出がされたなどの諸事情及び証拠

関係等に照らし、財産分与協議書等の合意書面が作成されておらず諸般の

事情から離婚の届出と時期を同じくして財産分与の確定的な協議の成立

に至ったものと認められるといえるので、被告の上記主張を踏まえても、

離婚に伴う財産分与としての本件譲渡の成立の時点では原告はＡの配偶

者ではなく国税徴収法３９条に規定する「特殊関係者」に該当するもので

はないと認めるのが相当である。 

イ なお、この点につき、原告は、一般に、①財産分与の合意は離婚の成

立を停止条件とする合意であり、離婚の成立時に財産分与の当事者はも

はや夫婦ではないから、財産分与を受けた者は財産分与者（滞納者）の

「親族その他の特殊関係者」とはならない、②国税徴収法３９条の「そ

の処分の時」とは、不動産の処分の場合には当該不動産について対抗要

件を具備した時をいう旨を主張するが、前記（１）においてみた国税徴

収法３９条の趣旨に照らせば、無償譲渡等に係る処分の時である当該譲
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渡の原因とされた財産の移転の原因行為の成立時（例えば、当該事案の

具体的な事実関係の下で離婚の成立前に財産分与の確定的な協議の成立

に至ったと認められる場合におけるその成立時）に停止条件が成就して

おらず又は対抗要件が具備されていなくても、当該原因行為の成立時に

国税徴収法施行令１３条１項各号に掲げる者に該当する以上、国税徴収

法３９条に規定する「特殊関係者」に当たると解するのが相当であると

いえるから、原告の上記①及び②の主張はいずれも一般論としては採用

することができない。 

６ 争点（５）（本件告知処分が信義則違反又は徴収権の濫用に当たるか否か）に

ついて 

（１） 税務相談時の回答に関する信義則違反の有無について 

ア 原告は、本件譲渡を受けた頃、成田税務署において本件譲渡につき何

らかの課税を受けるかについて相談したところ、同署職員から原告に課

税問題は生じない旨の回答を得たほか、平成１８年に本件分筆不動産を

売却した際にも、成田税務署において譲渡所得に係る所得税が課税され

るかについて相談したところ、同署職員から原告に対する課税はない旨

の回答を得たもので、その回答を信頼して行動していたにもかかわらず、

本件告知処分が本件譲渡から１２年近く経過した後に、原告に対し第二

次納税義務の納付告知処分を行うことは信義則に違反する旨主張する。 

イ そこで検討するに、租税法規に適合する課税処分について、法の一般

原理である信義則の法理の適用により、当該課税処分を違法なものとし

て取り消すことができる場合があるとしても、法律による行政の原理な

かんずく租税法律主義の原則が貫かれるべき租税法律関係においては、

上記法理の適用については慎重でなければならず、租税法規の適用にお

ける納税者間の平等、公平という要請を犠牲にしてもなお当該課税処分

に係る課税を免れさせて納税者の信頼を保護しなければ正義に反すると
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いえるような特別の事情が存する場合に、初めて上記法理の適用の是非

を考えるべきものであって、上記特別の事情が存するかどうかの判断に

当たっては、少なくとも、税務官庁が納税者に対し信頼の対象となる公

的な見解を表示したことにより、納税者がその表示を信頼しその信頼に

基づいて行動したところ、その後に当該表示に反する課税処分が行われ、

そのために納税者が経済的不利益を受けることになったものであるかど

うか、また、納税者が税務官庁の当該表示を信頼しその信頼に基づいて

行動したことについて納税者の責めに帰すべき事由がないかどうかとい

う点の考慮が不可欠であると解される（最高裁昭和●●年（○○）第●

●号同６２年１０月３０日第三小法廷判決・裁判集民事１５２号９３頁

参照）。 

本件において、原告の主張する事実関係を前提としても、原告が信頼し

たとされるのは、成田税務署における税務相談に応じた担当職員による回

答にとどまり、同署を代表する職位の者による公式の見解が表示されたこ

とを認めるに足りる証拠はないから、成田税務署が納税者である原告に対

し税務官庁としての公的見解を表示したということはできない。加えて、

原告の税務相談は本件譲渡により第二次納税義務を負うか否かについて

の具体的な相談を内容とするものではないこと、平成１８年にしたとされ

る原告の成田税務署における税務相談に対する同署職員の回答が平成１

２年に本件譲渡をした際の信頼の基礎となる余地はないことなどからす

れば、本件告知処分について、法の一般原理である信義則の法理の適用に

より同処分を違法なものとして取り消すことはできないというべきであ

る。 

（２） 徴収不足に至ったことに係る徴収権の濫用の有無について 

ア 原告は、本件譲渡から本件告知処分に至るまで１２年を要している上、

東京国税局長は、本件担保不動産については７０００万円、本件任意売
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却不動産については１０００万円の各納付を受け、それぞれ平成１９年

１月３０日及び平成２０年２月７日に差押え（参加差押えを含む。以下

同じ。）を解除したものであるところ、鑑定評価書（甲１５（２４頁））

によれば、上記各不動産は、それぞれ２億５９００万円及び２８００万

円の価値があるにもかかわらず、東京国税局長が不当に低い額で差押え

を解除したもので、徴収権を濫用したものである旨主張する。 

イ 国税徴収法３９条は、滞納者である本来の納税義務者が、その国税の

法定納期限の１年前の日以後にその財産について無償譲渡等を行ったた

めに、本来の納税義務者に対して滞納処分を執行してもなお徴収すべき

額に不足すると認められるときは、無償譲渡等を受けた者に対し第二次

納税義務を課しているものであって、同条所定の要件に照らすと、税務

官庁において本来の納税義務者に対する徴収手続を適切に行っていれば

本来の納税義務者からその滞納する国税を徴収することが可能であった

状況の下で、税務官庁がその徴収手続の懈怠等によって本来の納税義務

者から上記国税を徴収することができなくなったとしても、そのことが

直ちに第二次納税義務の存否又は数額に影響を及ぼすものとはいえない

と解するのが相当である。 

また、差押えに係る財産につき公売により換価を行うか否か及び換価を

行う場合のその時期等は、滞納国税の徴収において、いついかなる徴収の

方法が国税収入を確保するために効果的なものであるかという判断に関

わるものであるから、税務署長又は国税局長の合理的な裁量に委ねられる

ものというべきである。 

もっとも、本来の納税義務者が十分な財産を有し、同人からその滞納す

る国税を徴収することが極めて容易であったにもかかわらず、税務官庁が、

同人若しくは第三者の利益を図り、又は第二次納税義務者に損害を与える

目的をもって、恣意的に本来の納税義務者からの徴収をせず、殊更に第二
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次納税義務者に対して徴収手続を執ったというような特段の事情が存す

る場合には、正義公平の観点からみて国税徴収権の行使として許容するこ

とができず、徴税に当たる税務署長又は国税局長の徴収権の行使としての

処分が事実の基礎を欠くか又は社会観念上著しく妥当を欠き、裁量権の範

囲を逸脱し又は裁量権を濫用してされたものとして、当該処分が違法とな

るものと解するのが相当であり、上記特段の事情の主張立証責任は、その

存在を第二次納税義務の納付告知処分の違法事由として主張する第二次

納税義務者が負うものと解すべきである。 

ウ（ア） 本件抵当権付記登記の抹消について 

前記認定事実ア（サ）並びにイ（ウ）、（カ）、（セ）及び（ソ）の

とおり、東京国税局長は、Ｄが所有していた本件担保不動産上の本

件貸付金債権を被保全債権とする抵当権設定仮登記（本件仮登記）

について、本件債権差押処分を原因とする本件抵当権付記登記を経

由していたところ、本件担保不動産を購入した本件第三取得者から、

７０００万円の第三者納付による本件抵当権付記登記の抹消の申

出及びその納付を受けて、本件抵当権付記登記を抹消したものであ

る。 

しかるところ、抵当不動産の第三取得者は、抵当権消滅請求をす

ることができ（民法３７９条）、その場合には、登記をした各債権

者に対し、①取得の原因及び年月日、譲渡人及び取得者の氏名及び

住所並びに抵当不動産の性質、所在及び代価その他取得者の負担を

記載した書面、②抵当不動産に関する登記事項証明書のほか、③債

権者が２か月以内に抵当権を実行して競売の申立てをしないとき

は、抵当不動産の第三取得者が上記①の代価又は特に指定した金額

を債権の順位に従って弁済し又は供託すべき旨を記載した書面を

送付しなければならない（同法３８３条）。そして、上記各書面の
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送付を受けた債権者がその送付を受けた後２か月以内に抵当権を

実行して競売の申立てをしないときは、当該債権者は、抵当不動産

の第三取得者が上記③の書面に記載したところにより提供した代

価又は金額を承諾したものとみなすものとされている（同法３８４

条１号）。このため、第三取得者が定めた代価が妥当でないと考え

る債権者は、上記各書面の送付を受けた後２か月以内に抵当権を実

行しなければならないこととなる。 

そして、抵当権について、抵当権設定仮登記がされているにとど

まる場合には、本登記を経由しなければ、当該抵当権を実行するこ

とができず、登記実務上、本登記を経由するためには仮登記義務者

又は現在の登記名義人（第三取得者）が登記義務者となるとされて

いる（昭和３７年２月１８日付け法務省民三発第７５号民事局第三

課長回答参照）ところ、これらの者の協力を得て本登記申請をする

ことができない場合には、これらの者のいずれかを被告として抵当

権設定仮登記の本登記請求訴訟を提起することを要することとな

る。 

本件においては、前記認定事実イ（カ）のとおり、Ａ、Ｄ及び本

件第三取得者が本件抵当権付記登記の抹消を求めていたことに照

らせば、東京国税局長が本件仮登記を本登記とするために、仮登記

義務者であるＤの承継人や現在の登記名義人である本件第三取得

者から本登記申請につき協力を得られる状況にあったとはいえな

い。そうすると、東京国税局長は、本件仮登記を本登記とするため

に、Ｄの承継人又は本件第三取得者を被告として本件仮登記の本登

記請求訴訟を提起することを要したところ、ひとたび本件第三取得

者から上記①ないし③の民法３８３条所定の各書面を付して抵当

権消滅請求を受ければ、被告は、その時から２か月以内に、上記訴
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訟を提起し、勝訴の確定判決を得て本件仮登記につき本登記を了し

た後、競売の申立てをするという一連の手続を完了させることを要

したものであり、上記訴訟の判決の確定に複数の審級を経る可能性

も想定されることも併せ考えれば、上記期間内に上記一連の手続を

完了させることは極めて困難な状況にあったものといわざるを得

ない（なお、東京国税局長が本件第三取得者から抵当権消滅請求を

受けていたか否かは明らかではないが、同請求をすること自体は容

易であり、仮に被告が上記訴訟を提起した場合には、速やかに抵当

権消滅請求を受け、上記一連の手続が完了する前に上記期間を経過

することも想定されるところである。）。 

したがって、上記のような諸事情を踏まえ、東京国税局長が、本

件第三取得者から民法３８３条所定の各書面を付して抵当権抹消

請求を受けた場合に、当該各書面の送付を受けた後２か月以内に上

記一連の手続を完了させることが極めて困難な状況にあることを

理由として、本件第三取得者から第三者納付を受け、本件抵当権付

記登記の抹消登記を経由したことは、当時の状況の下におけるやむ

を得ない措置であったものといわざるを得ない。 

（イ） 本件任意売却不動産差押処分の解除について 

前記認定事実イ（ツ）及び（テ）のとおり、Ａは、平成１９年７

月３１日、本件任意売却不動産の任意売却による１０００万円の納

付を理由とする差押解除申請書を提出し、同年９月３日、任意売却

を行い、平成２０年２月７日、本件滞納国税のうち１０００万円を

納付したところ、東京国税局長は、同日、本件任意売却不動産差押

処分を解除し、参加差押抹消登記及び差押抹消登記を経由したもの

である。 

被告は、上記のとおり、本件任意売却不動産差押処分を解除した
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理由として、①公売を行う場合には、当該土地に係る農地転用許可

を受けていることが必要であるところ、同許可が既にＫに対してさ

れていることから、公売に参加できる者が同社及びその関係者に限

定される物件であったこと、②同社は、建売を目的として開発許可

と農地転用許可を同時に受けているところ、その開発許可の条件に

よれば建売住宅の完成によって開発行為が終了し、所有権の移転及

び地目変更が可能となるため、建物が完成していない段階の土地の

みの場合には、買受人が極めて限定される物件であったこと、③本

件任意売却不動産は、開発許可取得済みの宅地見込地としての評価

額が４７５万円であり、買受けの申出をした本件第三取得者に徴収

上弊害のある事情は認められなかったことから、東京国税局長は、

任意売却が相当であると判断して、本件任意売却不動産の差押えを

解除したものである旨主張する。 

しかるところ、前記認定事実イ（コ）のとおり、本件任意売却不

動産差押処分を解除した平成２０年２月７日の時点においては、既

に本件任意売却不動産の地目は畑から宅地に変更されている上、都

市計画法３６条に基づく工事完了の検査も了している状況であっ

て、その時点の同不動産の現況が農地（耕作の目的に供される土地

をいう。農地法２条１項）であったといえるかは必ずしも明らかで

ない以上、その時点において公売に付した場合に、同不動産に係る

所有権の移転につき農地転用許可を受けていることを要したとい

えるかは必ずしも明らかではないといわざるを得ず、また、東京国

税局長が本件任意売却不動産の開発許可取得済みの宅地見込地と

しての評価額を４７５万円であると判断した具体的根拠は証拠上

明らかではない。 

もっとも、既にＫが建売を目的として開発許可と農地転用許可を
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同時に受けている状況の下での当該不動産の公売が奏功するかに

ついて慎重な見通しを持つことが必ずしも不合理な対応とはいい

難いことも踏まえると、上記の諸点を勘案した上で本件全証拠に照

らしてもなお、本件任意売却不動産について徴収することが極めて

容易であったにもかかわらず、東京国税局長が、Ａ若しくは第三者

の利益を図り、又は原告に損害を与える目的をもって、恣意的に本

件任意売却不動産の差押えを解除してＡからの徴収をせず、殊更に

原告に対して徴収手続を執ったというような特段の事情があった

と認めるには足りないものといわざるを得ない。 

（ウ） 本件告知処分に至るまで相当の期間を要したことについて 

無償譲渡等から第二次納税義務の納付告知処分までの期間が相

当長期にわたる場合には、延滞税が大幅に増額されるほか（本件に

おいても、別紙３－１租税債権目録１－１（被告の主張する本件滞

納国税に係るもの）及び別紙３－３租税債権目録１－３（前記２

（２）のとおり、当事者間に存否の争いのある本件各納税義務に係

る滞納国税を除いたその余の本件滞納国税に係るもの）のとおり、

延滞税額が本税額及び加算税額を大きく上回っている。）、不動産が

無償譲渡等に供された場合のその評価額にも相応の変動が生じて

第二次納税義務者の負担を増大させる場合があり、さらに、第二次

納税義務者が主たる納税義務の存否又は数額を争おうとしても（少

なくとも滞納国税が課税処分によるものであった場合にこれを争

うことができることは平成１８年最高裁判決に照らして明らかで

ある。）、証拠の散逸等によりその争訟の追行が困難となりかねない

から、第二次納税義務がこれを課される者に詐害の意思があること

を前提とせずに課されるものであることに照らしても、税務官庁に

おいては、第二次納税義務者の負担額が相当多額に上る可能性があ
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る場合には、本来の納税義務者の生活状況等に一定の配慮をしつつ、

期間の経過により延滞税等の負担が過大とならないように、同人か

らの徴収をできる限り迅速かつ適正に行い、徴収不足となることが

明らかとなったときは速やかに第二次納税義務者に対して納付告

知処分を行うことが望ましいものといえる。 

もっとも、本件告知処分は、本件譲渡等の約１１年８か月後にさ

れたものであるが、前記認定事実イ（オ）、（ク）、（サ）、（ス）、（ソ）、

（チ）、（テ）ないし（ノ）及び（ヒ）のとおり、東京国税局長及び

東京国税局徴収職員においては、平成１３年１月から平成２３年１

２月にかけて、物納許可、不動産又は債権の差押処分、国税徴収法

１４２条１項に基づく捜索、公売手続、滞納者又は第三者からの納

付等といった徴収行為を順次行っており、その間に漫然と本来の納

税義務者であるＡからの徴収を怠っていたものではなく、また、第

二次納税義務が主たる納税義務との関係において補充性を有する

ため、本来の納税義務者であるＡからの徴収を優先して行い、これ

をおおむね了してから本件告知処分をしたことや、前記認定事実イ

（ハ）のとおり、東京国税局においては、財産分与を受けた者に対

し当該財産分与が国税徴収法３９条の無償譲渡等に当たるとして

第二次納付義務の納付告知処分をした事例が過去になく、同条の要

件該当性や財産評価等の検討に時間を要したこと等を併せ考えれ

ば、本件譲渡後、本件告知処分に至るまで上記の期間を要したこと

をもって、直ちに東京国税局長の裁量権の範囲の逸脱又はその濫用

に当たるとまでは認め難いものといわざるを得ない。 

エ 小括 

以上の諸点に照らせば、本件においては、Ａが十分な財産を有し、同人

からその滞納する国税を徴収することが極めて容易であったにもかかわ
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らず、東京国税局長が、Ａ若しくは第三者の利益を図り、又は原告に損害

を与える目的をもって、恣意的にＡからの徴収をせず、殊更に原告に対し

て徴収手続を執ったというような特段の事情があると認めることはでき

ず、東京国税局長の徴収権の行使としての本件告知処分が事実の基礎を欠

くか又は社会観念上著しく妥当を欠き、裁量権の範囲を逸脱し又はこれを

濫用してされたものということはできない。 

オ 原告の主張について 

（ア） 原告は、本件抵当権付記登記の抹消登記のされた平成１９年１月

３０日の時点における本件担保不動産の時価は、鑑定評価額２億５９

００万円（不動産鑑定評価書（甲１５）２４頁参照）を下ることはな

いにもかかわらず、東京国税局長は、本件第三取得者が７０００万円

を納付したことを受けて、本件抵当権付記登記の抹消登記を経由した

ものであって、東京国税局長が平成１６年６月２１日に開発行為の施

行に同意していることに照らせば、本件仮登記について本登記を経由

し、抵当権実行の準備をする時間的余裕が十分にあったのであるから、

安易に本件抵当権付記登記の抹消登記に応じることは、手続の懈怠な

いし違法な権利の放棄として許されない旨主張する。 

この点に関しては、東京国税局長が、本件第三取得者から民法３７

９条に基づく抵当権消滅請求をされ、同法３８４条１号により当該抵

当権消滅請求に係る代価について承諾したものとみなされることを

余儀なくされる事態に至る前に、あらかじめ本件仮登記の本登記請求

訴訟の準備やその提起をするなどして抵当権の実行に備えることが

できたとみる余地もあり得なくはない。しかしながら、前記ウ（ア）

のとおり、東京国税局長においては、Ａ、Ｄ及び本件第三取得者の協

力を得ることが見込めない中で、本件第三取得者から民法３８３条所

定の各書面を付して抵当権抹消請求を受けた場合には、当該各書面の



 

 97 

送付を受けてから２か月以内に本件仮登記の本登記請求訴訟等の一

連の手続を執ることは極めて困難な状況にあったものといえ、あらか

じめ上記訴訟を提起した場合にも、本件第三取得者から速やかに抵当

権消滅請求を受け、上記一連の手続を了する前に上記期間を経過する

ことも想定されるところであったことに加え、原告の指摘に係る事情

を踏まえたとしても、東京国税局長が恣意的に本件抵当権付記登記の

抹消登記に応じてＡからの徴収をせず、殊更に原告に対して徴収手続

を執ったというような特段の事情があるものと認めることはできず、

上記エの判断が左右されるものとはいえないから、原告の上記主張は

採用することができない。 

（イ） 原告は、本件抵当権付記登記の抹消登記や本件任意売却不動産差押

処分の解除は、本件事務運営指針に反して本件担保不動産及び本件任

意売却不動産の価額の検討もされずに行われたものであり、東京国税

局の担当職員とＤの財産を騙取した暴力団員である本件第三取得者

の代表取締役との間において違法な交渉が繰り返された可能性が高

い旨主張する。しかしながら、本件事務運営指針の示達がある中で、

上記の抹消登記や差押処分の解除に当たって上記各不動産の価額の

検討が全くされなかったとは考え難く、また、東京国税局の担当職員

が本件第三取得者の代表取締役と結託する合理的な動機は見いだせ

ず、そもそもどのような交渉がされたかについて具体的な主張がされ

ているものでもなく、その他上記主張を裏付ける的確な証拠は存しな

いから、原告の上記主張は採用することができない（なお、原告が上

記主張の根拠とするＡが作成したとされる甲第３０号証については、

その成立の真否はおくとしても、客観的な証拠による裏付けを欠く上、

原告の主張するような違法な交渉が東京国税局の担当職員との間で

行われたことを具体的に推認させるような内容ではないから、原告の
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上記主張に係る事実を証するに足りるものとはいえない。）。 

（３） 以上のとおり、①本件告知処分時の現況において、Ａの有する財産の価

額の全てを原告がその存否及び数額を争っていない本件滞納国税の総額に

充てたとしても、少なくとも２億１６５３万１４８８円の徴収不足が生ず

るものであり（前記２（２））、②Ａの特有財産（消極財産の額が本件各納

税義務の存否及び数額によって左右されるもの）を清算的財産分与の対象

に含めることはできないため（前記３（２）イ（ア）ｄ）、Ａの特有財産が

債務超過となっているか否かにかかわらず、本件譲渡のうち少なくとも３

０００万円を超える１億５８０１万８８８１円相当の部分は不相当に過大

な財産分与との評価を免れず、本件譲渡は著しく低額の譲渡に当たるもの

というべきであり（同エ）、③本件各納税義務の存否及び数額に関する原告

と被告の主張の差異は、争点（３）ないし（５）に係る判断を左右するも

のではないから、争点（１）ないし（５）の判断において、本件訴訟にお

いて原告が本件各納税義務の存否又は数額を争うことができるか否か（前

記１（２））については検討を要しないこととなる。 

７ 争点（６）（原告が負う第二次納税義務の税額）について 

（１） 前記５（２）のとおり、本件譲渡については「その処分の時にその滞納

者の親族その他の特殊関係者であるとき」に当たるということはできず、

原告は本件譲渡により受けた利益が現に存する限度（現存利益）において

第二次納税義務を負うこととなる。そして、国税徴収法基本通達第３９条

関係１２（乙４４）は、現存利益の算定に当たって、①受けた利益に係る

財産がそのまま現存する場合には、第二次納税義務の納付告知処分の時の

現況による当該財産の価額を算定し、②受けた利益に係る財産の全部又は

一部が売買等により現存しない場合には、納付告知処分の時における残存

する財産の価額に、現存しないこととなったことに伴い得た利益（売却代

金等）のうち現に存するものの額を加え、その利益を得るために要した費
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用（売買に要した費用等）を控除した額を算定し、③上記①及び②により

算定した額から、（ａ）当該財産を譲り受けるために支払った対価の額、（ｂ）

当該財産を譲り受けるために支払った費用及びこれに類するもののうち、

当該財産の譲受けと直接関係のあるものの額（登録免許税、不動産取得税

等）及び（ｃ）当該財産を譲り受けたことを直接の理由とする特別の消費

及びこれに類する財産の減少の額を控除して算定することとしているとこ

ろ、このような算定を行うことは、国税に係る租税債権の満足と国税徴収

法３９条所定の第二次納税義務者（同条に規定する「特殊関係者」に当た

らないもの。以下、本争点において同じ。）の権利の保護を衡平の見地から

調整するものとして合理的なものということができる。 

（２） しかるところ、原告は、前記認定事実イ（タ）のとおり、本件告知処分

に先立つ平成１９年１月３０日、本件不動産から分筆した本件分筆不動産

を３９００万円で売却したものであって、証拠（乙１）によれば、本件告

知処分時において本件不動産から本件分筆不動産を除いた残余の部分であ

る本件残存不動産を所有していたものと認められる。そして、証拠（甲２

５、乙４６（資料６）、８９）によれば、本件告知処分時における本件残存

不動産の評価額は、別表５のとおり、７４９１万６１２８円であると認め

られる（なお、裁決書（甲１７（３８頁））及び調査報告書（乙４６（３頁、

資料６））において示されている想定整形地の間口距離は、別図３の想定整

形地とは異なる分筆前の本件不動産の想定整形地に係るものである。）。ま

た、証拠（甲３４、乙３２）によれば、原告は、本件分筆不動産の売却代

金３９００万円を現金で受領しており、本件告知処分時においても同額の

利益が現に存していたものと推定される（大審院明治●●年（○○）第●

●号同３９年１０月１１日判決・民録１２輯１２３６頁参照）。 

そして、原告が本件告知処分時に所有していた上記各財産の合計１億１

３９１万６１２８円から、①（ａ）本件分筆不動産の売却に当たり負担し
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た測量等の費用４６万９３５０円（甲３２の１及び２）、（ｂ）本件分筆不

動産上の工作物の撤去等の費用２２４万１０００円（甲３３の１及び２）、

（ｃ）原告が本件分筆不動産の売却に当たり負担した売買契約書に添付し

た収入印紙代１万円（乙３２）（以上につき、上記（１）②参照）、②前記

３（２）エのとおり、本件不動産の譲受けの対価として原告が有していた

財産分与に係る債権（民法７６８条３項の規定の趣旨に反して不相当に過

大であるとはいえない部分）を消滅させたことにより失った経済的利益３

０００万円（上記（１）③（ａ）参照）並びに③原告が本件不動産の譲受

けに当たり負担した不動産取得税額２７８万６９００円及び登録免許税額

１１６万１２００円（前記認定事実ア（ツ））（上記（１）③（ｂ）参照）

の合計額を控除した７７２４万７６７８円を限度として、原告は国税徴収

法３９条に定める第二次納税義務を負うものと認めるのが相当である（な

お、既に滞納処分により差し押さえられた原告の資産は、合計約７４９１

万円相当の本件残存不動産及び合計約３０５５万円の預貯金であるところ

（乙４１ないし４３）、上記の評価額によって本件残存不動産が換価された

場合には、被告は原告が第二次納税義務を負う上記７７２４万７６７８円

の滞納国税の全額を上記資産から徴収することが可能であり、原告は、上

記資産のうち上記徴収後の残余の約２８００万円相当の財産をなお保有し

得ることとなる。）。 

（３）ア この点につき、原告は、本件残存不動産の本件告知処分時の価額につ

いて、本件分筆不動産を売却した際の代金３９００万円を基にして求めた

１平方メートル当たりの単価５万２３３３円を本件残存不動産の実測面

積で乗じた上、本件残存不動産の路線価の平成１９年から平成２４年まで

の間の下落率約２．６パーセントを考慮して算定し、上記価額は４６５７

万２９１９円である旨主張する。 

しかしながら、原告が本件分筆不動産を売却した際の１平方メートル当
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たりの単価約５万２６４９円という価格については、平成１９年時点にお

いて、本件残存不動産の路線価（１平方メートル当たり７万６０００円）

が本件分筆不動産の路線価（１平方メートル当たり５万４０００円）の約

１．４倍にも及んでおり（甲２４）、これらの形状の差異にも鑑み、おお

むね整形地である本件残存不動産が不整形地である本件分筆不動産より

も相当に価値の高い物件であると認められること等を併せ考えると、平成

２４年時点の本件残存不動産の客観的交換価値を的確に表したものであ

るとは認められないから、原告の上記主張は採用することができない。な

お、原告は、固定資産税及び都市計画税の１平方メートル当たりの課税額

を比較すると、平成２１年度の本件残存不動産の上記課税額は平成１９年

度の本件不動産の上記課税額から９．４パーセント程度増加したにすぎな

いから、本件残存不動産の評価に当たり本件分筆不動産の単価を用いるこ

とは不合理ではない旨主張するが、本件不動産の上記課税額とその約６３

パーセントの面積を占めるおおむね整形地である本件残存不動産の２年

後の上記課税額との差異が上記の範囲にとどまるとしても、前示のような

平成１９年当時の本件残存不動産と本件分筆不動産の路線価のかい離及

びこれらの形状の差異等に照らせば、本件残存不動産の評価において、別

表５のように本件残存不動産自体の路線価に依拠する方法を採らずに、殊

更に本件分筆不動産の上記売却時の単価に依拠する方法を採ることに合

理性があるとは認められないといわざるを得ない。 

イ また、原告は、本件分筆不動産の売却代金の一部を生活費に費消した

ため、費消した分の額は現存していないものである上、離婚後の扶養を

目的の一つとして財産分与を受けた本件不動産の一部を自己の生活を維

持するために売却し、その代金を入手したことによって、原告の最低限

度の生活費はその分多くなっているから、上記代金を生活費に費消した

ときは現存利益は存しないものとみるのが合理的であり経験則に合致す
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る旨主張する。 

しかしながら、一般に、国税徴収法３９条の「受けた利益」が金銭であ

る場合には、同条所定の第二次納税義務者がこれを生活費に費消しても、

これによりその者の他の財産の減少を免れたことによって、その利益はな

お存在するものと解すべきであるところ（前掲大審院明治３９年１０月１

１日判決、大審院大正●●年（○○）第●●号同５年６月１０日判決・民

録２２巻１１４９頁、大審院昭和●●年（○○）第●●号同５年１０月２

３日判決・民集９巻１１号９９３頁、大審院昭和●●年（○○）第●●号

同７年１０月２６日判決・民集１１巻１９号１９２０頁参照）、本件にお

いて、原告が本件分筆不動産の売却代金を生活費に費消していたとしても、

証拠（乙９０ないし９２）によれば、原告は、これによって相当額の減少

を免れた他の財産を引き続き保有することができたものということがで

きるから、原告の受けた利益はなお現存するものというべきであり、この

理は、国税徴収法３９条所定の第二次納税義務者が生活費に費消した同条

の「受けた利益」である金銭が財産分与によって取得した財産の処分によ

り対価として得た金銭である場合においても別異に解すべき理由はない

というべきであるから、原告の上記主張は採用することができない。 

ウ そして、原告は、本件分筆不動産の売却に際して支出したブロック塀

設置工事費用その他の費用８５万６０００円について、現存利益から控

除されるべき旨主張し、その証拠として、上記売却の当日に、売却代金

の一部が預け入れられた普通預金口座から６５万６０００円及び２０万

円が引き出された旨の履歴の記載された預金通帳（甲３４）並びに上記

各金員について原告が分筆した土地の境界に設置したブロック工事費用

等を支払うために用いたのではないかと述べていた旨の原告の兄の陳述

書（甲４４）を提出している。 

しかしながら、そもそも上記ブロック工事費用等が上記売却代金を得る
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ために要した費用（前記（１）②参照）に当たるとみるべき事情の存在を

基礎付けるに足りる客観的な証拠の有無が明らかではなく、上記各金員の

使途についても、領収書等の客観的な証拠が存せず、原告の兄の陳述書に

おいても、原告が上記ブロック工事費用等の支払に用いたのではないかと

の推測を述べるにとどまり、他に上記各金員の使途を証するに足りる的確

な証拠は見当たらないから、原告の上記主張は採用することができない。 

エ さらに、原告は、本件不動産を取得した後、平成１３年度から平成２

４年度までの固定資産税及び都市計画税を負担しており、原告がこれら

の負担をしていなければ、本件不動産ないし本件残存不動産に対して滞

納処分がされて本件残存不動産が現存しなかったものであるから、上記

各税に係る税額は現存利益から控除されるべき旨主張する。 

しかしながら、原告は、実際に上記各税を納付したというのであり、仮

に原告が上記各税の負担をしていなかったのであれば、その納付に充てら

れなかった金銭又は預貯金債権が存在していたはずであって、それにより

当然に本件不動産ないし本件残存不動産に対して滞納処分がされるとい

う関係に立つものではないから、原告が上記各税の負担をしていなければ

本件残存不動産が現存しなかったということはできない。 

また、民法上、占有者が占有物を回復者に返還する場合には、上記各税

のような公租公課を含む占有物の管理のために支出した費用等を必要費

として回復者から償還させることができるところ（同法１９６条１項、大

審院大正●●年（○○）第●●号同１５年１０月１２日判決・法律新聞２

６３１号１４頁参照）、これは、占有者が必要費を負担したことによって

回復者は原状を維持した状態で占有物を回復することができるため、その

返還を受ける以上、その費用は回復者が負担すべきと解されることによる

ものということができる。これに対し、国税徴収法３９条所定の第二次納

税義務者が自らに課せられた第二次納税義務に係る税額を納付する場合
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には、納付を受ける国は本権を有する回復者の地位にあるものではないか

ら、民法１９６条１項の適用はなく、その趣旨も当てはまらないものであ

って、国税に係る租税債権の満足と国税徴収法３９条所定の第二次納税義

務者の権利の保護との衡平を図る見地（前記（１）参照）からみても、第

二次納税義務の納付告知処分を受けた後も引き続き無償譲渡等に係る財

産を保持することとなる第二次納税義務者が負担した固定資産税及び都

市計画税について、これらを国に負担させることが衡平にかなうものとい

うことはできない。 

したがって、上記各税に係る税額を現存利益から控除することはできず

（なお、国税徴収法基本通達第３９条関係１２（６）ロも同様に解してい

る。）、原告の上記主張は採用することができない。 

８ 小括 

以上のとおり、原告は、７７２４万７６７８円を限度として国税徴収法３９

条に定める第二次納税義務を負うものであるところ、本件告知処分における納

付限度額１億０９１１万３９００円は、この金額を上回るから、本件告知処分

のうち、第二次納税義務者としての納付すべき限度の額を７７２４万７６７８

円とする部分は適法であるが、第二次納税義務者としての納付すべき限度の額

７７２４万７６７８円を超える部分は違法である。 

第４ 結論 

よって、原告の請求は、本件告知処分のうち第二次納税義務者としての納付

すべき限度の額７７２４万７６７８円を超える部分の取消しを求める限度で理

由があるから認容し、その余は理由がないから棄却することとし、主文のとお

り判決する。 
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裁判長裁判官   岩井 伸晃 
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